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寄稿者IPDF

読者の皆様

インド太平洋防衛フォーラムにようこそ。今号のテーマは
「防衛の変革」です。
米国とその同盟国や提携国は、平時の作戦や紛争解

決、戦争に関わる軍隊のあり方を変革するための技術的な進歩に
特に重点をおいてきました。	
テクノロジーが軍備を強化しつつあります。急速な兵力の近代化

は、人工知能の使用、無人車両、サイバー防衛の強化など、戦闘空間
全体に画期的な能力をもたらしています。本号の冒頭では、FORUM
スタッフが、日本が新型ミサイルの改良と大量生産を求めていること
や、オーストラリア、英国、米国の安全保障パートナーシップが通常
兵器搭載の次世代原子力潜水艦の開発を計画していることなど、防
衛力強化に向けた地域の取り組みを紹介します。	
この戦略的競争の時代を乗り切るために予算が再編成される

中、インド太平洋地域および世界各地の防衛費は記録的な伸びを
示しています。中国共産党による記録的な国防費は、習近平総書
記が 2049 年までに人民解放軍（PLA）を世界的な軍隊に変える
という計画の一環です。別のスタッフ記事では、中国人民解放軍
の願望がもたらす影響と、他の地域の国防軍がこれに対応するた
めに採用した緊急性について検証しています。	
商用オフザシェルフ（COTS）製品は、一般の人々が容易に入手

できる安価な技術によって、軍隊が変革する機会をもたらします。
例えばウクライナでは、侵略してきたロシアの戦車を追跡するた
めに、空撮ドローンなどのCOTS デバイスを使用しています。
COTS デバイスの使用は目新しいものではありませんが、その利
用可能性が高まることで、戦場で劣勢の戦力を補強しています。		
また、軍も持続可能なエネルギーに軸足を移し、能力の向上と

即応性の向上を図っています。シンガポールは、こうした取り組
みの先頭に立って、2030 年までに軍の行政車両を電気自動車に
切り替える計画を立てています。シンガポール軍（SAF）はさらに、
他の政府機関とも提携し、生ゴミから生成したバイオガスで		
エネルギーを生成しています。こうした取り組みをはじめ、シン
ガポール軍や他の地域の軍隊は、作戦の近代化と同時に気候変動
の緩和を図るために模索しています。
これらの記事が、防衛の変革の重要性について地域で話し合う	

きっかけになることを願っています。読者の方々のコメントをお待ち
しております。FORUM	スタッフ（ipdf@ipdefenseforum.com）
宛に皆様のご意見やご感想をお寄せください。

インド太平洋の行方IPDF

『インド太平洋防衛フォーラム』 は、インド太平
洋地域の軍関係者に国際的な公共討論の場を提
供することを目的として、米インド太平洋軍司
令官が四半期ごとに発行している軍事専門誌で
す。本誌に記載されている意見は、当該司令部
または米国政府の他の機関の方針や見解を表明
するものではありません。特に記載のない限り、
記事はすべて FORUM スタッフが執筆したもの
です。米国国防総省の規定と必要性に応じて公
共事業を実施するために、国防総省長官は本誌
の出版は必要不可欠であると判断しています。

ISSN	2333-1593（印刷版）
ISSN	2333-1607（オンライン版）

発行者

インド太平洋防衛フォーラム
プログラムマネージャー	

HQ	USINDOPACOM	Box	64013
Camp	H.M.	Smith,	HI	96861	USA

ipdefenseforum.com
E メールアドレス：
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JOHN	C.	AQUILINO
米国海軍、大将、司令官

スティーブン・D・スクレンカ
STEPHEN	D.	SKLENKA
米国海兵隊、中将
副司令官

ジェフリー・T・アンダーソン
JEFFREY	T.	ANDERSON

米国海軍、少将
作戦部長

よろしくお願いいたします。
FORUM スタッフ

防衛の変革
48 巻、3 号、2023 年

議論に参加
ご意見をお聞かせください！

『インド太平洋防衛フォーラム』は、インド太平洋地域で軍事および安全保障に従事する人々を対象にした刊行物
です。米インド太平洋軍司令部が四半期ごとに編集・発行する本誌は、テロとの闘いから国際協力、自然災害まで、
地域全体の安全保障の取り組みに関する話題を取り上げ、深く掘り下げた高品質なコンテンツを提供しています。	

『インド太平洋防衛フォーラム』ではオンラ
イン版にさらに幅広いトピックを掲載。毎日
新しい記事をお届けします。次のウェブサイ
トでご覧ください。

www.ipdefenseforum.com
ウェブサイトでは以下が可能です：
n	 オンライン限定コンテンツへのアクセス
n	 バックナンバーの閲覧
n	 記事の投稿方法を知る
n	 無料定期購読のお申し込み
n	 ご意見・ご感想の送信

オンライン版の FORUM は現在、 
11 の言語で閲覧可能！
中国語（簡体字および広東語）
英語
ヒンディー語
インドネシア語
日本語
クメール語
韓国語
ロシア語
タイ語
ベトナム語

Facebook、Twitter、Instagram、	
WhatsApp:	@IPDEFENSEFORUM、LINE：@330WUYNT	

iTunes またはGoogle	Play で
「FORUMNEWS」を検索し、無料アプリ
をダウンロードしてください。

アプリを	
ダウンロード

ケリー・K・ガーシャ
ネック教授 (KERRY K. 

GERSHANECK)ベル
ギーのNATO欧州連
合軍最高司令部フェ
ロー、およびハワイ

のグローバル・リスク軽減財団シニア
フェロー。過去 10年において、台湾
の国立政治大学、タイのタマサート大
学、チュラチョームクラオ陸軍士官学
校、タイ海軍士官学校の客員研究員を
務めている。元米国海兵隊将校で、歩
兵小隊レベルから国防長官室まで幅広
い作戦経験を持ち、特殊戦、防諜、情報、
歩兵、装甲、戦略通信の指揮・参謀の
経験もある。また、米国情報局やイン
ド太平洋地域の米国大使館に勤務した
経験も持つ。50 ページに掲載

アーナブ・ダス（ARNAB 

DAS）博士 20 年以
上のキャリアを持つ
退役インド海軍司令
官。制服組時代にイ
ンド工科大学（IIT）

デリー校で修士号と博士号を取得。独
自の水中領域認識を開発する海洋研究
センターの創設者であり所長でもあ
る。また、海上セキュリティソリュ
ーションや海洋保護の支援・サービ
スを提供する新興企業、Nir	Dhwani	
Technologies を経営している。IIT デ
リー、東京大学、シンガポール国立大
学音響研究所、そして退職後にインド
海軍の研究プロジェクトを主導。これ
までに 70本以上の報告書、2冊の本
の章、1冊の本を執筆。	24 ページに掲載

パトリック・ヒン
トン（PATRICK 

HINTON）大尉	英
国の独立系シンク
タンク、王立防衛
安全保障研究所

（RUSI）の軍事科学研究グループで
参謀本部長客員研究員を務める。英
国陸軍の王立砲兵隊の将校であり、
地上防空システムや遠隔操縦航空シ
ステムに携わってきた。2014	年の
入隊以来、部隊長、副隊長、副長な
どの役職を歴任。スタフォードシャ
ー大学で国際関係学の修士号、ウォ
ーリック大学で経営学の修士号を取
得。研究テーマは、陸上部隊への遠隔・
自律システムの統合、および軍事人
員問題。	36 ページに掲載

IPD FORUMFORUM
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地域全体の展望IPDF

オーストラリアが	
先進システム購入で	
防衛力強化へ

日本の首脳が米国との防衛同
盟の深化を表明

アメリカ軍
宇宙軍を拡大する 
韓国で

バヌアツとオーストラリアが安全保障協定を締結 

オーストラリアは、ウクライナ軍がロシアの重要な標的を
攻撃する上で重要な役割を果たしている米国製の高機動
砲ロケットシステム（HIMARS）を含む、先進的な	

ミサイルおよびロケットシステムに約 979 億円（7億ドル）	
以上を費やし、防衛能力を強化する予定だ。
オーストラリア政府は 2023 年 1月、高機動ロケットシステ

ム砲にはランチャー、ミサイル、訓練用ロケットが含まれ、2026年
までに配備されると発表した。同システムの航続距離は300kmで、
技術の進歩でさらに伸びることが期待されるとしている。
オーストラリア政府はさらに、2024 年からハープーン対艦	

ミサイルに代わる駆逐艦やフリゲート艦用の「ナーヴァル・ストラ
イク・ミサイル」を購入する契約をノルウェーのコングスベルグ社
と結んだと発表した。
オーストラリアのリチャード・マールズ（Richard	Marles）

国防相兼副首相は声明で、「ナーヴァル・ストライク・ミサイルと
高機動ロケット砲システムは、我が国の国防軍に紛争を抑止し、
国益を保護する能力をもたらす」と述べた。
オーストラリアと米国は、太平洋における中国の積極的な主

張の高まりに懸念を抱いている。そうした懸念は、中国が 2022 年
にソロモン諸島と安全保障条約を締結したことで高まった。
2022 年、米国国務省は、高機動ロケット砲システム	20	基と

関連機器を、推定約507億円（3億 8500万米ドル）でオーストラリア
に売却する案を承認した。
その際、米国国防総省は「この売却案は、米国の外交政策と

国家安全保障の目的を支援するものである。オーストラリアは、
西太平洋における最も重要な同盟国の一つだ。政治・経済大国
オーストラリアの戦略的位置は、この地域の平和と経済的安定を確
保するために大きく貢献する」と述べている。	AP 通信

岸田文雄首相は 2023 年 1月、地域の緊張が高まる中、
専守防衛の姿勢を大幅に強化した日本の新しい防衛政
策の下で、米国との同盟関係を深めることを約束した。

岸田首相の声明は、1月中旬にワシントンD.C. を訪問し、	
ジョー・バイデン（Joe	Biden）米国大統領との会談を前に、	
日米同盟の強さを強調し、2022 年 12 月に採択された日本の新
しい安全保障・防衛戦略の下での両国間の緊密な協力をアピール
するものだ。	
両首脳はまた、北朝鮮の核実験が懸念される中、北朝鮮の核・

弾道ミサイル計画、ロシアのウクライナ侵攻、台湾海峡の安定、
気候変動、経済問題についても協議した。
今回の米国訪問は、岸田首相による主要 7か国（G7）訪問の

一環として行われたものだ。日本は 5月に広島でG7サミットを
開催するなど、2023 年に先進国首脳会議の議長国を務めている。
「日本の安全保障と外交の要である日米同盟をさらに強固なも
のとして世界に示す」と岸田首相は述べ、さらに、「自由で開か
れたインド太平洋の実現に向けた更なる協力関係も示していく」
と語った。（写真：2021 年 11 月、東京の陸上自衛隊朝霞駐屯地
で行われた観閲式で、10式戦車に搭乗する岸田首相）
新しい安全保障・防衛計画の下で、日本は米国が開発した	

トマホークなどの長距離巡航ミサイルを数百発購入し、想定される
攻撃を先制するほか、台湾有事の懸念が高まる中、日本の南西部
での防衛力を強化している。AP 通信

同盟国である韓国と米国が、北朝鮮の進化する核と 
ミサイルの脅威に対抗する取り組みを強化する中、2022
年 12 月、在韓米軍が新しい宇宙軍部隊を発足させた。

在韓米国宇宙軍は、米国宇宙軍の海外部隊で、 
ミサイルの探知と追跡、および軍全体の宇宙能力の強化
を任務としている。

在韓米軍司令官ポール・ラカメラ（Paul 
LaCamera）大将は、この部隊は朝鮮半島と北東アジア
の平和と安全を確保する米国の能力を強化すること
になると語る。

韓国のオサン空軍基地で開催された式典では「米国軍
は宇宙部隊のおかげで、より速く、より良くつながり、
より多くの情報を得て、正確かつ合法的に行動している」
と述べた。

韓国と米国は、2022 年に米国本土に到達可能な 
大陸間弾道ミサイルを含む過去最多のミサイル発射を
実施した北朝鮮を抑止するため、安全保障協力を強化し
ている。

また、韓国空軍は米国宇宙軍との宇宙戦力と運用
能力を強化するため、2022 年 12 月に宇宙部隊を設立
している。

米国当局は、中国による極超音速兵器の開発や、
ロシアによる 2021 年の衛星破壊技術の実験など、宇宙
における安全保障活動の活発化に懸念を表明している。

1950 年～ 53 年の朝鮮戦争が休戦に終わった後に
結ばれた相互防衛条約に基づき、現在、約 28,500 人
の米兵が韓国に駐留している。

 2022 年 11 月、米インド太平洋軍はハワイに、 
米国中央軍はフロリダにそれぞれ宇宙部隊を設置した。
ロイター

2022 年 12 月、バヌアツはオーストラリアと
広範な安全保障協定を締結した。中国とは同
様の協定や安全保障問題について議論したこ
とはないと述べている。

太平洋島嶼国（PIC）バヌアツの首都
ポートビラで調印された同協定は、災害救援か
ら警察、防衛、サイバーセキュリティに至る
まで、幅広い協力分野を網羅している。 

オーストラリア政府は、「民主主義、 
説明責任、透明性を重視する国として、合意内容
は一般に公開される」と声明で述べた。 

2022 年 4 月に締結され、オーストラリア
と米国を警戒させた中国・ソロモン諸島の
安全保障協定の文章は、いずれの政府からも
公表されていない。 

中国はバヌアツに大きなインフラ投資を
行っており、太平洋地域での影響力を高める
一環として、道路やスポーツアリーナ、政府
庁舎などを建設している。バヌアツへの中国
の民間投資も増加している。 

アナリストによれば、バヌアツは、中国
がこの地域におけるオーストラリアと米国の
同盟に対抗するために、中国軍の駐留を認め
る候補地と見なしている可能性があるいくつ
かの太平洋島嶼国のひとつだ。

オーストラリアのペニー・ウォン（Penny 
Wong）外相ら上級閣僚は、2022 年 12 月中旬に
ミクロネシア連邦、パラオ、バヌアツを訪問した。 

オーストラリアはバヌアツへの最大の 
援助国だ。

バヌアツのジョサム・ナパット（Jotham 
Napat）外相は、ポートビラでの共同記者会見で、
中国との安全保障に関する協議は行われてい
ないと述べた。 

オーストラリア政府が発表した記録によ
ると、同外相は「我が国は（中国との）安全
保障協定を結んでいない。安全保障に関連す
る事柄を議論したこともない」と述べたという。

オーストラリアとバヌアツの協定では、
このほかにも国境、海上、航空、資源の 
安全保障が対象となっている。（写真：2022 年
11 月にポートビラで実施された「バヌアツ・
アライアンス演習」で、人道支援・災害救援
活動を計画するオーストラリア陸軍とバヌア
ツ機動部隊の隊員たち）

ソロモン諸島の首都ホニアラでは、安全
保障協定が結ばれて以来、中国警察の存在が
目立つようになり、中国はソロモン諸島の警察
部隊に訓練や放水銃、車両などの装備を提供
している。

また、2021 年 11 月の反中国共和国・反
政府暴動を受け、ソロモン諸島政府の要請に
より、オーストラリアの軍兵士と警察が 
ホニアラに駐留している。オーストラリアは
2022 年 11 月にソロモン諸島警察に高性能 
ライフルを供与し、ウォン外相はバヌアツで、

同じくオーストラリアから提供された新しい
警察埠頭と警察艇「RVS マタウェリ」の引き
渡しに立ち会った。 

同外相はこの援助を、「地域の共通の 
安全保障上の利益に対するオーストラリアの
継続的な協力の一環」と位置づけた。 

ナパト外相は、今回の訪問で二国間関係
が「さらなるレベル 」 に達したと語った。

さらに、数十の島々に 30 万人の人口が暮らす
バヌアツにとって、気候変動とその影響（海面上昇、
熱帯低気圧の頻度と強度の増加など）が安全保障
上の最大の課題であると述べた。

ナパト外相はまた、バヌアツは「そう 
遠くない将来に」オーストラリアのインフラ
開発融資に参加したいと考えていると述べた。
ベナール・ニュース

豪
国

防
省
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インド太平洋の安全保障と安定を維持する任務を担
う軍隊は、技術によりその能力を強化している。

急速に近代化を進める国々は、最新鋭の航空機、画期
的な潜水艦、無人車両、宇宙認識ツール、サイバー防
衛のアップグレードなど、軍備を一新している。そう
した中で、安全保障上のパートナーシップは、志を同
じくする軍隊間の科学的協力を促し、指導者は自由で
開かれたインド太平洋を維持するために、地域の同盟
の力に期待している。
この地域の防衛力を近代化する努力を裏付けるよう

に、日本は 2022 年 12 月に安全保障戦略の更新を承
認し、敵の領土を反撃することであらゆる攻撃に対応
する力を持つ兵器を採用するよう求めている。日本は
2027 年度末までに米国製巡航ミサイル「トマホーク」
を最大 500 基購入し、弾道ミサイルを迎撃できる自衛
隊の部隊数を 2031 年までに 3倍にする計画だ。日本
の防衛計画では、先進的なミサイルの追加、改良、大
量生産、さらにステルス機、極超音速兵器、無人車両
の開発などが挙げられている。	
AP 通信社によると、日本政府は 2027 年末までに

サイバーセキュリティや宇宙を含む領域横断的な防衛
に約 8兆 1000 億円（580 億米ドル）を支出する予定
だ。日本は 2022 年 3月に「サイバー防衛隊」を発足
させ、サイバー攻撃の抑止を任務とする人員を 4倍以

上に増やす予定だとジャパン・ニューズが報じた。日
本は 2020 年に宇宙を監視し、日本の衛星をスペース
デブリによる攻撃や損傷から守るために「宇宙作戦隊」
を創設している。2023 年に運用開始が見込まれる深	
宇宙レーダーは、日本だけでなく米国にとっても宇宙認
識を強化するものだと、越野結花氏は 2020 年に国際
戦略研究所の「ミリタリーバランスブログ」で書いて
いる。この動きは、2022 年日本防衛白書が安全保障上
の脅威を抑止し、対抗するための鍵となるとした宇宙
とサイバースペースにおける日米の協力関係の強化を
表している。	
日本の防衛政策の見直しの背景には、中国が日本や

地域の平和、安全、安定に対する「最大の戦略的課題」
であるとの認識がある。2022 年 8月の台湾周辺での
中国人民解放軍の訓練で、中国が日本の排他的経済水
域内の海域に弾道ミサイルを発射するなど、中国が自

最新の軍事
同盟国が軍を
強化
インド太平洋地域のパートナーが
安全保障上の
新たな脅威に備える
FORUM スタッフ

国の領土と主張する自治領台湾への
威嚇は、日本を脅威にさらしている。
また、中国の挑発的な行動は、日本
やインド太平洋、世界経済にとって
重要な海上貿易ルートを巡る懸念を

引き起こしている。日本上空にも弾道ミサイルを発射
した北朝鮮による前例のないミサイル実験や核の脅威
や、ロシアのウクライナ侵攻は、「インド太平洋地域の
戦後安定した国際秩序の基盤を揺るがしかねない」と、
2022年12月の日本の国家防衛戦略で指摘されている。	
同戦略は「どの国も今や自国の安全保障を単独で

守ることはできない」とし、さらに、「戦後の国際秩
序に対する挑戦が続く中、日本が普遍的な価値や戦略
的利益を共有する同盟国や志を同じくする国々との協
力・連携を深めることが重要である」と記している。	

強制に対する警戒	
この地域の小規模な軍隊は中国人民解放軍に後れを取
っており、単独ではその進歩に追いつくことはできな
いだろうと専門家は指摘している。オーストラリアの
シドニーにあるマッコーリー大学のベイツ・ギル（Bates	
Gill）教授（アジア太平洋安全保障研究）は、2022 年
1月、全米アジア研究所に提出した報告書の中で、「し
かし、米国の能力と決意に支えられ、非対称であるこ
とが多い主要システムの展開は、中国の脅威を抑止し
地域の国益を保護することによって、地域の安定に役
立つ」と述べている。	
資源が豊富な南シナ海の大半を領有することを目指

し、インドネシアのナトゥナ諸島周辺海域に侵入する
中国に対して、インドネシアは警戒感を抱いている。
ロイター通信によると、中国は 2021 年、インドネシ
アに対し、同諸島付近の石油・天然ガスの掘削を中止
するよう要求し、同地域は中国の領土であると主張し
た。中国の主張は、オランダ・ハーグの常設仲裁裁判
所が2016年7月に法的根拠がないとの判断を下した、

恣意的な九段線の境界線に基づくも
のだ。	
インドネシアは同諸島の近くに

潜水艦基地を建設中で、海軍の艦隊
を移転させたとブルームバーグニュ
ースが報じている。東南アジア最大の

経済大国である島嶼国インドネシアは、2024 年までに
防衛プロジェクトに約17兆 4500億円（1250億米ドル）
を費やすことも計画している。インドネシアが最大	
6 隻のスコルペヌ級戦闘潜水艦の購入交渉を進めてい
ることを、フランス企業ナバル・グループの代表者が
2022 年 11 月に明らかにしている。	
報道によると、インドネシアのプラボウォ・スビア

ント（Prabowo	Subianto）国防相は、米国製 F-15	
戦闘機 36機の購入計画も同時に進行中であると述べ
たという。また、フランス製のラファール戦闘機数十機
の発注も進んでいると、インドネシアの国防関係者が
2022 年 11 月に FORUMに語っている。		
戦略国際問題研究所（CSIS）の東南アジアプログ

ラム責任者グレッグ・ポリング（Greg	Poling）氏は、
2022 年 12 月にブルームバーグに対し、現状を侵食
する段階的な侵略行為に言及した上で、「インドネシ
アの政治指導者全員ではないにしても、治安部門は中
国のグレーゾーン強制の脅威に目覚めている」とした
上で、「計画中の海軍と空軍の調達は、中国に対する
領域認識、哨戒、抑止力を強化することを目的として
いるとみられる」と述べた。	

2022 年 5月、日本
海上空で共同演習を
行う日本と米国の戦
闘機。	AP 通信

2023 年、日本は
F-35 戦闘機の追加購
入を含む、20％の防
衛費増額を計画して
いる。	AP 通信

「パシフィック・ヴァン
ガード 2019」演習で米
国海軍誘導ミサイル駆逐
艦「カーティス・ウィル
バー」から発射されるト
マホークミサイル。日本
は米国製トマホークなど
の長距離巡航ミサイルを
調達する予定。
テイラー・M・ディマティーノ（TAYLOR 
M. DIMARTINO）二等兵曹 / 米国海軍

インドネシアのバトゥラジャで開催されたガルーダ・シールド 22で、
夜間の襲撃・破壊活動の予行演習を行うインドネシアと米国の特殊
部隊。マシュー・クレーン（MATTHEW CRANE）二等軍曹 / 米国陸軍
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日本経済新聞によると、ユ
ド・マルゴノ大将（Adm.	Yudo	
Margono）は、2022 年 12 月にイ
ンドネシア国軍の司令官に就任した
日に、ナトゥナ諸島周辺の国境を確
保する計画について言及したとい
う。また、毎年行われている軍事演
習「ガルーダ・シールド」が引き続

き発展することを期待すると述べた。インドネシアと
米国が長年実施してきたこの二国間演習は、2022 年に
拡大され、オーストラリア、インド、日本を含む十数
か国から 4,000 人の隊員が参加した。

技術競争は極めて重要	
オーストラリア、英国、米国の安全保障パートナーシ
ップは、オーストラリアにとってここ数十年で最も重
要な安全保障上の発展の中核をなしている。英国の
設計と米国の原子力推進技術を共有する計画は、オ
ーストラリアの次期通常型武装潜水艦の開発に役立
つもので、浮上せずにより速く、より遠くまで移動
できるようにすることで、従来の潜水艦よりもステ
ルス性を高めることができる。パートナーシップに
よる最初の潜水艦は、2030 年代後半に英国で運用開
始される可能性がある。オーストラリア海軍は、オー

ストラリアで建造された SSNを 2040 年代前半に受
領する予定だ。	
また、米国は今後10年以内に、少なくとも3隻の原

子力推進バージニア級原子力推進潜水艦をオーストラリア
に売却する予定だ。その間、オーストラリアの軍人と
民間人が同盟国の海軍に編成されて訓練を受けているほ
か、英米は原子力潜水艦のオーストラリア寄港を増やし、
早ければ2027年からオーストラリアを通過する潜水艦
の定期的な巡回を開始する予定だ。米国国防総省によれ
ば、最終的には、高度に相互運用可能な3つの潜水艦艦
隊がインド太平洋で活動することになる。
オーストラリア、英国、米国は、サイバーや人工

知能（AI）などの先端技術とともに、潜水艦を超え
た海底能力で協力することを約束している。専門家
によると、これはオーストラリアの戦略的・技術的展
望を数十年にわたって盤石なものにする可能性がある
という。	
オーストラリア戦略政策研究所のファーガス・ハン

ソン（Fergus	Hanson）とダニエル・ケーブ（Danielle	
Cave）の両氏は、「新興および重要な技術が、社会、経済、
国家安全保障にとって極めて重要であるという認識が広が
っている」と述べ、さらに、「そのため、こうした技術を
使いこなすための競争が、地政学的な問題になりつつある。
そして、この競争が、世界の技術革新の多くを生み出し、
戦略的技術競争の激戦地となっているインド太平洋地域ほ
ど激しくなっているところはない」と語っている。	
2021年、オーストラリア政府は米国と共同で誘導ミサ

イルの製造を開始すると発表し、その1年後にはオースト
ラリア国防軍が米国の防衛企業アンドゥリル・インダスト
リーズ（Anduril	Industries）と提携し、超大型自律型海
底車両を国産化する計画を明らかにした。米国を拠点とす
るシンクタンク、全米アジア研究所（National	Bureau	of	
Asian	Research）は、「中国の軍事的挑戦への対応（Meeting	
China’ s	Military	Challenge）」と題された報告書の中で、
無人化技術と誘導ミサイルシステムを「紛争時に米国軍を
支援するためにも、新たな能力と大量生産能力により中国
の優位性を逆転する上で不可欠」だと述べている。

「画期的な兵器」	
2017 年から 2021 年まで世界第 8位の防衛輸出国と
ランクされた韓国は、長年にわたり新たな能力を開
発してきた歴史がある。ブルームバーグによると、
韓国の尹錫悦（Yoon	Suk	Yeol）大統領は 2021 年
後半、「技術的覇権をめぐる競争が激化する中、将来
の戦争に向けた画期的な兵器システムの開発に向け
て技術的競争力を確保することが極めて重要だ」と
述べた。	
2022 年に巡航ミサイルと弾道ミサイルを 90 発

以上発射するという北朝鮮の相次ぐミサイル発射実
験を受け、韓国政府がミサイルを追跡して迎撃する
システムの開発を加速していると英国放送協会は報
道している。在韓米軍の報告によると、韓国と米国
が 2017 年に配備した従来の終末高高度防衛ミサイル
（THAAD）システムは、米国のパトリオットミサイ
ル防衛との相互運用性を向上させるために 2022 年後
半に最新化された。韓国はまた、潜水艦発射弾道ミ
サイルも開発しており、海底技術と合わせて、ます
ます高度化する軍備の布石とアナリストは呼んでい
る。さらに、韓国政府は今後数十年の間に、人工知能、
ドローン、自律型兵器に数十億ドルを支出すること
を求めている。
2023 年に 70周年を迎える米韓相互防衛条約は、

両同盟国間の技術開発を重視していると、米国研究・
技術担当国防副次官デビッド・A・ハニー（David	A.	
Honey）米国研究・技術担当国防副次官は、戦略国際
問題研究所での 2022 年 6月の講演で述べている。		
そして「両大統領は、両国の科学者、研究者、技

術者が世界で最も革新的であることを十分に認識し」、
「この比較優位性を活かし、最先端の半導体、環境負
荷の少ない電気自動車バッテリー、人工知能、量子技術、
バイオテクノロジー、バイオ製造、自律型ロボット
などの重要技術や新興技術を保護、促進するために
官民協力を強化することに同意した」と語った。	
2022 年 12 月末に発表された韓国のインド太平

洋戦略は、日米とのパートナーシップを強調し、	

国際的に認められた規範と規則
に基づく地域秩序の構築、安全
保障協力の拡大、科学技術にお
ける協力の強化を宣言している。

共通のビジョン	
安全保障と防衛の動きは、インド
太平洋地域を隅々まで変容させて
いる。インドは 2022 年に国産初
の空母を就役させ、長距離巡航ミサイルを空から試射
し、国産軽戦闘ヘリを導入した。ベトナムは、ドローン、
レーダー、国産対艦巡航ミサイルなどのハイテク防衛
資産を披露した。フィリピンは 2022 年に 2隻の高速
攻撃型阻止船を就役させ、さらに 22隻を追加する計
画で、これに加えて、地上型防空システムを新たに取
得したほか、フィリピン国防省は多用途戦闘機の新規
購入を呼びかけている。
また、各国の首脳は安全保障上の結びつきを強化

している。例としては、オーストラリア、カナダ、
フランス、インド、インドネシア、日本、マレーシア、
ニュージーランド、パプアニューギニア、フィリピン、
シンガポール、韓国、東ティモール、米国、ベトナム
を含む軍による訓練や軍事演習が挙げられる。	
特に、タイと米国が共同で実施している「コブラ・	
ゴールド」は、世界で最も長い歴史を持つ多国間演習で、
これまでに 29 か国から 1万人もの軍関係者が参加	
している。	
ロイド・オースティン（Lloyd	Austin）米国国防長

官は、インド太平洋の平和を維持する上でパートナー
シップが果たす役割を強調している。シンガポールで
開催された 2022 年のシャングリラ会合で、オーステ
ィン国防長官は「我々はこの地域に対する共通のビジ
ョンに向かって共に歩んできた」と述べ、「この 1年間、
我々が共に歩んできた道のりは、今日の複雑に交差す
る世界において力を合わせる方法を見つけることで、
我々はより強くなれるという、基本的な真実を浮き彫
りにしている」と語った。o

2020 年 1月、	
ナトゥナ諸島でイ
ンドネシア海軍の
艦船「ウスマン・ハ
ルン」を視察するイ
ンドネシアのジョ
コ・ウィドド（Joko	
Widodo）大統領。
インドネシア大統領府 

（AP 通信経由）

2022 年 10 月、北朝
鮮による弾道ミサイ
ル発射実験を受けて
訓練を行う大韓民国
と米国軍の航空機。
ジェレミー・バドゥマイヤー

（JEREMY BUDDEMEIER）/ 

在韓米軍

韓国に到着した THAADシステムの最初の構成部品。2017
年に配備された高度なミサイル防衛システムは、北朝鮮に
よる侵略に対応したもの。
ラシーン・ダグラス（RASHEEN DOUGLAS）/ 在韓米軍

グアム沖を航行する米国海軍
の原子力高速攻撃型潜水艦「ア
ッシュビル」。
ケルシー・ホッケンバーガー（KELSEY 

HOCKENBERGER）二等兵曹 / 米国海軍
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中国の第 14次五か年計画（2021-25 年）では、中
国人民解放軍がより重要な戦力となることが示されて
おり、各国の軍は中国人民解放軍の進化に伴う潜在的
な課題に対応するべく、その影響を評価し、国防戦略
や予算を調整する必要に迫られている。	
「この決定的な 10年において、人民解放軍の戦い
方の輪郭を理解し、その現在の活動と能力を調査し、
将来の軍事近代化目標を評価することが重要である」
と米国国防総省（DOD）の 2022 年度版報告書「中華
人民共和国に関わる軍事・安全保障の発展（Military	
and	Security	Developments	Involving	the	People’ s	
Republic	of	China）	」は述べている。
2017 年の第 19回党大会で、中国共産党の習近平総

書記は、戦闘即応性を向上させるための中国人民解放
軍の近代化タイムラインを発表した。同タイムライン
は、2027 年までに、機械化（武器・車両）、情報化	
（情報戦）、知能化（人工知能の速度や処理能力を軍事計
画に応用）の統合開発を加速させることを求めている。
また、国家の近代化に伴い、軍事理論、組織構造、	
軍人、武器・装備を包括的に近代化し、2035 年までに
国防と軍事近代化を完了させることを表明している。

その目的は、2049 年までに中国人民解放軍を世界トッ
プクラスの軍隊にすることだ。中国共産党の軍事誘導
理論は、戦争と国防に関する体系的な思考を表してお
り、毛沢東、鄧平小平、江沢民、胡錦濤、そして現在
の習近平の指導者の思想が組み込まれていると、ランド
研究所の報告書「人民解放軍の作戦概念（People’ s	
Liberation	Army	Operational	Concepts）」は指摘する。	
中国共産党の 2027 年目標は、中国人民解放軍の創

立 100 周年に合わせたものだ。米国国防総省の同報告
書によると、中国メディアは軍関係者の話を引用して、
「中国人民解放軍の 2027 年の目標を、インド太平洋地
域で米国軍に対抗する能力を開発し、台湾の指導者を
中国側の条件で交渉のテーブルに着かせることに結び
つけた」という。要は、習主席は 2027 年までに台湾
を侵略できるだけの軍備を整えたいと考えているのだ。
しかし、「だからといって、2027 年あるいは他の年に

意味するもの
中国人民解放軍の近代化が

中国共産党の軍事的強化が地域のパワーバランスに
どのような影響を与えるかを評価 

FORUM スタッフ

習主席が人民解放軍の近代
化に向けて「より迅速に取
り組む」と宣言した、北京
での中国共産党第 20回党
大会の開会式を後にする軍
の出席者たち。	AP 通信

過去10年間における中国共産党の台頭
と大規模な軍事力の追求は、インド
太平洋地域に限らず、国際的な安全

保障秩序を脅かすものであると、専門家は指
摘している。中国人民解放軍の近代化は、南
シナ海や台湾、そして米国とその同盟国や提
携国が共有する「自由で開かれたインド太平
洋」というビジョンに影響を及ぼす、同地域
の安定に短期的かつ長期的な影響を与える可
能性がある。

2022 年 10 月、中国共産党第 20回党大会の閉会式に出席した
習近平総書記。	AP 通信
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序が脅かされている今こそ、強力な国家安全保障と防
衛戦略が必要であり、この法案はその実現に役立つ」
と、2022 年 12 月に当時軍事委員会の委員長だった
アダム・スミス（Adam	Smith）米下院議員は述べて
いる。
ストックホルム国際平和研究所によると、2021 年

の軍事予算は米国が世界一で、中国、インド、英国、
ロシアがそれに続いた。オーストラリア、韓国、日本
も国防費支出国として上位にランクされている。	
エコノミックタイムズ紙によると、インドの国防予

算は約 10兆 1,300 億円（726 億ドル）だ。インドは、
国内企業による開発とパートナーシップによって防衛
力を強化することを優先してきた。ディフェンス・ニ
ュース誌によると、インドは 2023 年 1月、ミサイル、
防空、海軍兵器に約 728 億円（5億 2200 万米ドル）
を支出する計画を発表した。
同誌によると、承認されたプロジェクトは、国内企

業のみから取得するもので、ヘリナ対戦車誘導ミサイル、
陸軍用短距離防空システム、ブラモスミサイルランチャ
ー、そして海軍艦船用火器管制システムなどが含まれて
いる。インドは、防空網を強化する理由として、中国軍
との国境での衝突が続いていることを挙げている。
ロイター通信によると、オーストラリアは、2023年	

6 月期の国防予算を 8％引き上げ、2026 年半ばまで国
内総生産（GDP）の 2％以上にすると発表した。今回
の支出増は、オーストラリアが太平洋島嶼国との外交
関係を拡大し、太平洋における経済的・戦略的影響力
を得ようとする中国の試みに対抗するためのものであ
るとロイター通信は報じている。
アナリストによると、オーストラリアの国防予算の

多くは、原子力潜水艦の調達、能力の近代化、艦隊の
アップグレードに向けた、艦艇や潜水艦の研究開発費
に充てられるという。
グローバルデータ（GlobalData）社の航空宇宙・

防衛アナリストのアカシュ・プラティム・デバルマ
（Akash	Pratim	Debbarma）氏は、「ロシア、中国、
北朝鮮といった国々における
急速な軍事近代化と技術開発
は、オーストラリアに戦略的
課題をもたらすと予想され
る」とウェブサイト「アー
ミー・テクノロジー（Army	
Technology）」で指摘し、	
さらに、「島国であるオーストラ
リアにとって、海軍力の近代
化は必要不可欠だ」と述べて
いる。

情報分析サイト「ジェーンズ（Janes）」によると、
韓国国防部は 2023 年の国防予算を 2022 年比 4.6％増
の約 5兆 8,750 億円（421 億米ドル）と発表した。韓
国は、この増加要因を北朝鮮の不安定な核・ミサイル
開発計画を指す、朝鮮半島の「厳しい安全保障状況」
にあるとしている。韓国軍は近代化に加え、作戦対応
能力の強化、戦闘予備弾薬の調達、人工知能、電子戦、
ロボット工学、自動化システムなどの分野の能力開発
への予算が増えるとジェーンズは報告している。
日本は 2023 年度に過去最高の防衛予算を概算要

求し、2027 年までに支出を国内総生産の 2％に倍増
させることを表明している。日本政府は、防衛施設や
海上防衛船などの建造費を 20％増の約 7兆 6,720 億円
（550 億米ドル）とした理由として、北朝鮮、中国、
ロシアからの安全保障上の課題を挙げている。	
BBCによると、岸田首相は 2022 年 12 月、「残念

ながら、我が国の周辺には、核能力の強化、急速な軍
備増強、武力による一方的な現状変更の試みなどの活
動を行う国がある」とし、日本が「我が国の防衛力を
根本的に強化するために」、今後 5年間で防衛費を約
43兆円（3325 億米ドル）に増額すると述べた。
日本政府は、中国を日本の安全保障と安定に対する

最大の戦略的課題と位置づけている。			
台湾も記録的な軍事費を確保し、2022 年比で 15％

増となる約 2兆 6,510 億円（190 億米ドル）の防衛費
を計上したとタイム誌は報じた。即応性を高めるため、
台湾は制度的な軍事改革を実施しており、また 18歳
以上の男性の義務兵役を 4か月から 1年に延長した。
ロイター通信によると、中国からの脅威の高まりに伴
うこの変更は 2024 年 1月に施行され、16万 5千人の
台湾軍に毎年最大 7万人の新兵が加わる可能性がある
という。
台湾の蔡英文（Tsai	Ing-wen）総統は2022年12月に、

「台湾は権威主義の膨張の最前線に立ち、民主主義の
世界的な防衛の前衛に立っている」とし、「戦争に備
えることによってのみ、戦争を回避することができる。

国防支出
各国の軍が国民と国益をより守るために技術や装備の購入を通じて能力を強化する中、国防予算は記録的な勢いで
増加している。米国は依然として最大の支出国であり、国防予算は中国とロシアの合計額を上回っている。2023
年初旬にインド太平洋で活動する各国の軍の中で、特に大きな防衛予算を持つ国の概要は以下のとおり。

米ドル（単位：10億ドル）
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侵略すると決めたわけではない」と、ウィリアム・バ
ーンズ（William	Burns）CIA 長官は 2023 年 2月に
CBS テレビの番組「フェイス・ザ・ネイション（Face	
the	Nation）」のインタビューでこう語っている。
2021 年 6月、米国上院歳出委員会で、統合参謀本

部議長のマーク・ミリー（Mark	Milley）陸軍大将は「こ
れは能力であって、攻撃や奪取の意図ではない」と述べ、
さらに、「私の評価は作戦評価だ。今後 1、2年という
短期的な定義で、攻撃や奪取の意図があるのかという
問いに対して、現時点で見た私の評価は「ノー」だが、
それはいつでも変わる可能性がある。意図は急に変わ
ることがあるものだ」と語った。
戦略国際問題研究所の「チャイナ・パワー・	

プロジェクト」によると、中国は 2022 年の国防予算に、	
2021 年の予算約 28兆 215 億円（2,022 億ドル）を上
回る約 32兆 400 億円（2,296 億米ドル）を割り当て
たという。2022	年の予算は 10年ぶりに 2年連続の予
算増額となった、とチャイナ・パワー・プロジェクト
は指摘する。	
「中国共産党は今、中国人民解放軍がインド太平洋
で米国軍に対抗し、世界中に勢力を拡大するために必
要な能力を提供する目標を 2027 年と方向付けた」と、

2023 年 4月にジョン・アクイリノ（	John	Aquilino）
米インド太平洋司令官が米下院軍事委員会で証言し、
さらに「2022 年 10 月、中国共産党第 20回全国代表
大会は、『戦略的抑止のシステム』の強化を含む、今後
5年間の中国人民解放軍の近代化目標の加速に焦点を
当てた目標を設定した。第 14次五か年計画では、中
国政府は、複雑な現代軍事作戦を可能にするために必
要であると中国共産党が考える新興技術で世界的に優
位な地位を確保するために、すでに実施されている複
数の国家戦略をさらに強化している。中国は高度な軍
事力を求めて、世界中の技術や人材を狙い、その確保
を続けている」と述べた。

地域全体で軍事予算が増加傾向
この地域全体で、各国は軍隊により多くの予算を割り
当てている。米国は引き続き最大の軍事費支出国とな
り、2023 会計年度の国防予算は約 119 兆 7,330 億円
（約 8,580 億ドル）で、ジョー・バイデン米国大統領
の政権が要請した金額より約 6兆 2,790 億円（450 億
ドル）上回っている。その総額は、2022 年の国防予算
より 10％近く増加したことになる。
「世界の民主主義が攻撃され、法治に基づく国際秩

中国共産党第 20回党大会に先立って
北京で開催された展示会「新時代の
前進」で、15式戦車の前を通過する
警備要員たち。AFP/GETTY IMAGES
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軍航空隊を合わせると、この地域で最大の航空
部隊であり、世界で 3番目に大きな航空部隊と
なる。航空部隊は、訓練機と無人航空システム
を除いて、2,800機以上の航空機を保有している。
中国人民解放軍海軍は 2019 年、初の核弾頭搭載
型の空対空給油可能爆撃機を公開した。

• 中国人民解放軍ロケット軍（PLARF）は、中
国共産党の戦略的陸上核および通常ミサイル部
隊、関連支援部隊、ミサイル基地を運用、装備、
訓練している。2021 年、中国人民解放軍ロケ
ット軍は、試験と訓練のために、世界の他の国々
の合計よりも多い 135 発の弾道ミサイルを発射
した。

• 戦略支援部隊（SSF）は、中国人民解放軍の戦
略空間、サイバースペース、電子情報、通信、
心理戦の任務と能力を集中管理するために設立
された戦域指揮レベルの組織である。

• 合同兵站支援部隊（JLSF）は、訓練や民間の製
品やサービスの統合を通じて、戦略や作戦レベ
ルのロジスティック効率を向上させることを目
指している。合同兵站支援部隊はまた、中国の
新型コロナウイルス感染症対策を支援している。

国家戦略
米国国防総省によると、中国共産党の近代化目標は、
中国の国家発展の意欲と合致するものであるという。
「中国の海外における経済目標は、党が国の生産力（産業、
技術、インフラ、人的資本）と呼ぶものを強化	
することに重点が置かれており、党はそれが世界一
流の軍隊の構築を含む、国の政治的・社会的近代化
を達成する手段であるとみている」と米国国防総省
は報告し、さらに、「国家産業と技術基盤を成長させ
るための党国家による飽くなき努力は、中国の軍事
的近代化だけでなく、中国の世界中の経済パートナ
ーにとっても重要な意味を持つ」としている。	

米国国防総省によると、軍隊の近代化は、強力な軍
隊を持つ豊かな国になることを目指す中国の戦略にと
って不可欠なものであるという。
専門家たちは、中国人民解放軍が米国軍に追いつく

ためには大きな課題があると見ている。	
アメリカン・エンタープライズ研究所の研究助手

ベン・ヌーン（Ben	Noon）氏と、海軍研究事務所の
海軍科学技術協力プログラムの責任者クリス・バスラー
（Chris	Bassler）氏は、ウェブサイト「ウォー・オン・ザ・
ロックス（War	on	the	Rocks）」に 2021 年 10 月に
寄稿した論評で、「特に、部門間の連携に中国人民解
放軍が苦慮している点と、人工知能による軍事革命	
という彼らの信念の意味を踏まえたドクトリンの更新
という課題は、中国軍を広く理解する上で重要な特徴
を表している」と指摘している。さらに、「成長を続
けているとはいえ、中国人民解放軍が軍事近代化の目
に見えない部分をどれだけ処理できるかは、中国軍の
将来の戦争遂行能力にとって極めて重要である」	
としている。
中国人民解放軍は急速に拡大しているものの、現

代の戦場でその実力はまだ試されておらず、その「真
の戦闘能力」については内外の観測筋が不確実だと
していると両氏は指摘している。これは、中国人民
解放軍の動きを注意深く観察し、その方向性につい
て中国人民解放軍の発言を慎重に分析する必要があ
ることを意味する。
米国国防総省の報告書も同様の評価を示してお

り、「中国の国家戦略の信条を理解することが、中国
の安全保障と軍事戦略の推進力を理解するために不
可欠だ。このことは、人民解放軍の戦力、技術的進
歩、組織、作戦概念など、人民解放軍の改革と近代化
の現在および将来の方向性について洞察を与えるも
のであり、これらはすべて、中国の国家目標を支え
るための軍事的選択肢の拡大をもたらす可能性があ
る」と指摘している。o

2022 年 5月、オーストラリア北西部沖で活動する人民解放軍海
軍の情報収集艦。	オーストラリア国防省 /AP 通信

中国国営紙「環球時報（Global	Times）」は、2022 年 8月の人民解放
軍ロケット軍による通常型ミサイル発射実験について報じた。ロイター

インドと中国の国境紛争の地ラダックで移動するインド軍の車列。AP 通信中国の脅威が高まる中、準備訓練で地上走行する台湾空軍の
F-16V 戦闘機。ロイター

戦う能力を持つことによってのみ、戦争を阻止するこ
とができる」と述べた。
米国の国防予算には、台湾に対する安全保障支援

として最大	1 兆 3,950 億円（100 億米ドル）の予算と、
自治領である台湾のための武器調達を迅速に行う項目
が含まれている。	

中国の軍、能力、戦力投射
中国人民解放軍は、陸・空・海・核・宇宙・対宇宙・
電子戦・サイバースペースの作戦を行うために、あら
ゆる領域で能力を近代化し、能力を向上させようとし
ている。	
米国国防総省によれば、「中国人民解放軍は、中国

がインド太平洋地域への第三者の介入を思いとどま
らせ、抑止し、あるいは命令されれば打ち破るため
の選択肢を提供する能力を積極的に開発している。

また、インド太平洋地域のより深部、場合によって
は全世界で軍事作戦を展開する能力の開発も進めて
いる」という。
米国国防総省の年次報告書「中国軍事力に関する報

告書（China	Military	Power	Report）」によると、中
国人民解放軍は以下のような戦力を有している。

• 中国人民解放軍陸軍（PLAA）の戦闘部隊の現役
兵力は約 975,000 人で、中国人民解放軍の主要
な地上戦力となっている。2021 年、中国人民解
放軍陸軍は現実的で標準化された訓練を重視した。

• 中国人民解放軍海軍（PLAN）は、125 隻の主
要な水上戦闘艦を含む約 340 隻の艦船と潜水
艦を保有しており、数字で言えば、世界最大の
海軍となっている。

• 中国人民解放軍空軍（PLAAF）と人民解放軍海

2022 年 7月に中国人民解放軍の自治領島への侵攻を想定した「漢光（Han	
Kuang）」演習の一環として、水陸両用上陸訓練を行う台湾海軍の兵士。ロイター
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2022	年	8	月の演習で、中国共産党の人民解放
軍海軍（PLAN）が民間フェリーを使用して台
湾への模擬侵攻を行うデモンストレーション
を実施した。米国海軍研究所の日刊ニュース

サービス「USNI ニュース」によると、中国人民解放
軍海軍は特注のランプを使い、民間のロールオンロー
ルオフフェリー（ローロー船）を使用して、台湾海峡
近くの中国の海岸に水陸両用攻撃機を投入したという。
中国共産党の軍隊は、何年も前から水陸両用フェ

リーを使う練習を重ねてきた。	
しかし、今回の訓練はより大規模なものであり、	
海上においてローロー船から高家機器を発射するこ
とになるため、「攻撃される可能性が高まる」と、	
元米国海軍大佐の防衛アナリスト、トム・シュガート
（Tom	Shugart）氏はUSNI ニュースに語っている。
この訓練では、中国人民解放軍海軍の旅団重装備

の 80％以上と 1万人以上の要員を投入できた可能性

があると、シュガート氏は戦略、防衛、外交に関す
る分析・討論サイト「ウォー・オン・ザ・ロックス」
の 2022 年 10 月の記事で述べている。2022 年、	
中国人民解放軍海軍には台湾海峡の中間線を越えた
軍艦の派遣や、台湾が統治する島々の上空で無人機
を飛ばすなどの行為も見られ、こうした演習を行う
攻撃性もエスカレートしていると、元潜水艦戦将校
で新アメリカ安全保障センター非常勤上級研究員の
シュガート氏は説明した。
中国が台湾に侵攻した場合、「必要な海上輸送能

力の大部分を提供しないまでも、民間の増強が不可
欠になる」と、中国の軍事演習を長年監視してきた
シュガート氏はUSNI ニュースに語っている。	
「このことは、中国が多くの人が考えているより
も早く、侵略を成功させる能力を持つ可能性がある
ことを意味する。これに対し、台湾とその提携国は、
数百隻の護衛艦や	おとり船で取り囲まれたとして

2022 年 8月、スリランカのハンバン
トタ港で、偵察技術を搭載した中国の
両用調査船「遠望 5号（Yuan	Wang	5）」
を警備する人民解放軍の兵士。AP 通信
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も、あらゆる種類の上陸用艦船を阻止できるよう、必
要な数の高性能対艦ミサイルと機雷を、大規模かつ残
存可能な方法で配備するための緊急行動を取るべきだ」
とシュガート氏は「ウォー・オン・ザ・ロックス」の
エッセイで指摘している。
「台湾政府と米国政府の計画担当者は、表向きは民間人
であるターゲットに対して、どの時点で射撃を開始する
か、あらかじめ決めておく必要もある。中国軍は、侵略
開始のかなり前に指揮統制を混乱させるという明確な目
標を持っているため、その時点では交戦規則について細
かい議論をするのには不向きである。中国の民間船舶の
ローロー船団は、台湾が直面する侵略の脅威の緊急性と
複雑性を高めている。米国政府はそれに対抗するために
今から準備を始めるべきだ」とシュガート氏は述べている。
民間フェリーを使った侵略は、中国人民解放軍の近

代化を推進するための中国共産党の軍民融合（MCF）
戦略を象徴している。軍民融合は、中国共産党の習近平
総書記が推進する、2049 年までに軍隊を世界で最も技
術的に進んだ存在にする計画の一環だ。習主席は中国共
産党の中央軍事委員会および 2017 年に創設された軍民
融合発展中央委員会の委員長として、一見無害な民間活
動に軍事要素を結びつける一連のアプローチなどの戦略
の実行を監督している。科学的な情報よりも監視や諜報
のデータを提供する「遠望 5号」の航海のような両用目
的の「研究」探査から、不当な領有権主張を支える中国
共産党の軍事部門として機能する漁船団まで、その範囲
は広い。習主席の戦略には、中国共産党の第 5世代戦闘
機開発で報道されたような、産業スパイや外国の軍事技
術の盗用も含まれている。J-20 ステルス戦闘機は、	
米国の F-22 ラプター・統合打撃戦闘機計画から技術
をそっくりコピーしたと、専門家は主張している。	
しかし、習主席と中国共産党は、このような攻撃的

な戦略を進めることで、中国国民を危険にさらすこと

になりかねないと、軍事アナリスト
は指摘する。国際法や規範では、非
戦闘員とされるべき民間人が、戦闘
地域や一般敵対地域にいたり、軍民
融合で中国人民解放軍を支援したり
すると戦闘員と見なされる可能性が
あると、法律アナリストは説明して
いる。米国国防総省の「戦争法マニ
ュアル」によれば、敵対行為に従事
することで、民間人は「非特権交戦
者」とみなされ、戦闘員としての責
任を負うが、捕虜の地位など戦闘員
の特権を受けることはできない。	
中国人民解放軍は、侵略時に兵

員や装備を運ぶためにローロー船を
使用する意図を示すことで、軍艦と
非軍艦、民間人と戦闘員、民間物と
軍事物の間の重要な境界線を不明瞭
にし、武力紛争法（LOAC）の区別
原則を弱めていると、アナリストは

述べている。武力敵対行為の遂行を規制する国際法で
ある武力紛争法は、慣習法および条約に由来している。
インド太平洋地域の同盟国や提携国は、紛争や戦争、

その他の軍事作戦において、非戦闘員が保護されるこ
とを望んでいる。民間人の被害を軽減するためにも、
武力紛争法の区別の原則を守ることが重要だ。
中国人民解放軍が水陸両用の侵攻訓練にローロー船

を使用することは、紛争における民間人保護のために
確立された法的原則を犯す危険な先例となる。

おそらく失敗
こうした軍民融合の追求は、公共用フェリーやその他
の民間システムが銃撃された場合に生き残る可能性が
低いことを考えると、愚策になりかねないとアナリス
トは予測する。米国海軍戦争大学（ロードアイランド
州）の中国海事研究所の研究員コナー・ケネディ（Conor	
Kennedy）氏は、ジェームズタウン財団のチャイナ・
ブリーフの 2021 年の分析で、「海峡横断上陸の成功に
必要な数多くの決定的要素の中で、最初の攻撃で後続
軍の上陸地点を確保できなければ、すべての努力が水
の泡となり、侵略者側に大きな損失を与えて撤退とな
る可能性もある」と述べている。
さらに、戦略国際問題研究所の 2023 年 1月の分析

によれば、中国人民解放軍海軍が台湾海峡を越えて侵攻
した場合、たとえそれが主に軍事資産を使用するもの
であっても、失敗し、中国、日本、台湾、米国に大きな
損失と不利な結果をもたらす可能性が高いと見られて
いる。ワシントンD.C. に拠点を置く独立系シンクタンク
である同研究所は、水陸両用攻撃を含む中国の台湾侵攻
を想定したウォーゲーム・シミュレーションを開発し、
24回実行した。
「次の戦争の最初の戦い：中国の台湾侵攻を想定し
たウォーゲーム（The	First	Battle	of	the	Next	War:	

作戦中の民間人保護の強化
2022 年 8 月に発表された米国国防総省
の「民間人被害軽減・対応行動計画」は、
戦略的成果の向上、軍事作戦の最適化、
作戦中の民間人被害を軽減する軍の能
力強化のための制度とプロセスを構築
するものだ。米国国防総省は、次のよ
うに取り組んでいる：

• 民間人被害軽減および対応（CHMR）
に関連する分析、学習、トレーニン
グのハブおよび促進機関として、卓
越したセンターを設立する。

• 司令官や作戦担当者に、民間環境を

よりよく理解するための情報を提供
する。武力紛争のあらゆる範囲にお
いて、民間人の被害に対処するため
のガイダンスで原則および作戦計画
を更新し、部隊が被害軽減と対応に
備えられるようにする。

• 米国国防総省が民間人の被害に関連
するデータを収集、共有、学習する
方法を改善するために、全組織的な
プラットフォームを含む標準化され
た作戦報告およびデータ管理プロセ
スを開発する。

• 軍事作戦に起因する民間人の被害に
対する評価と対応を改善する。

• 合同軍全体の演習、訓練、教育、そ
して同盟国や提携国との安全保障協
力や作戦に民間人被害軽減および対
応を取り入れる。 

• 軍幹部が共同議長を務める運営
委員会を設置し、計画の適時か
つ効果的な実施を監督・指導す
る。

• 米国国防総省の CHMR の共同推進者
に陸軍長官を任命する。

2023 年 1月、高雄市で水陸両用訓練を行う台湾
の兵士たち。中国共産党は、自治島台湾を脅か
し続けている。AP通信

2023 年 1月、高雄で行
われた訓練で、上陸用
舟艇を運ぶ台湾海軍の
初の国産水陸両用艦艇、
玉山（Yu	Shan）。
ロイター
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Wargaming	a	Chinese	Invasion	of	Taiwan）」と題さ
れた戦略国際問題研究所の報告書は、「ほとんどのシナリオ
で、米国 /台湾 / 日本が中国による通常の水陸両用侵攻
を打ち破り、台湾の自治を維持した」と述べている。	
しかし、すべての当事者が高い代償を払うこととな

り、「米国とその同盟国は、数十隻の艦船、数百機の航
空機、そして数万人の軍人を失い、台湾の経済は壊滅
的な打撃を受けた。さらに、この大きな損失は、長年
にわたって米国の世界的な地位を損なうことになった。
中国も大敗した。台湾占領に失敗すれば、中国共産党
の支配が不安定化する恐れもある」と分析した。
この報告書では、中国人民解放軍が 1万人の兵員、

155 機の戦闘機、138 隻の主要艦船を失うと推定して
いる。海・水陸両軍は混乱し、数万人の中国人民解放
軍が捕虜になると見られる。
一方、台湾の民間人は即座に危険にさらされること

になる。戦略国際問題研究所の上級顧問でシミュレー
ション・プロジェクトのリーダーを務めるマーク・カ
ンシアン（Mark	Cancian）氏は、ニュース専門放送局
CNNに対し、「戦争が始まれば、台湾に軍隊や物資を
送ることは不可能だ。2022年2月のロシアの侵攻以来、
米国とその同盟国がウクライナに継続的に物資を送	
ることができているウクライナとは、全く状況が異なる」
と指摘する。さらに、台湾の人たちがどんな方法で戦争
をするにしても、「戦争開始時にはその方法を持たなけ
ればならない」と述べた。

民間人の法的保護
数十年前、世界各国は戦時中に民間人を標的にするこ
とを違法行為と定めた。ジュネーブ条約は、1864 年	
から 1949 年にかけて締結された 4つの条約と、それ
に続く 3つの議定書で構成され、非戦闘員に与えられ
る権利や保護を含む、戦争における人道的処置に関す
る国際的な法的基準を定めたものだ。条約に署名・批
准した国は 196 か国にのぼり、ジュネーブ条約に同意

した国は、他のどの国際条約に同意した国よりも多く
なっている。また、ほとんどの国がそれぞれ国際・非
国際武力紛争の被害者の保護を強化する第 1・第 2議
定書を批准している。民間人を保護する国際法は、1970年
代	
からほとんど変わっていない。第1追加議定書第51条は、
「個々の文民と同様に、そのような文民集団も攻撃の対象
としてはならない。民間人の間に恐怖を拡散させることを
主たる目的とする暴力行為または脅迫は禁止されている」
と規定している。
一部の国や組織では、このような保護を強化してい

る。例えば、米国国防総省は最近、軍事作戦の影響か
ら民間人を守る対策を拡充するため、新たに「民間人
被害軽減・対応行動計画」を発表した。（	21 ページの
サイドバーを参照）赤十字国際委員会は、敵対行為に
直接参加する民間人の概念について独自の研究を行い、
「国際人道法上の敵対行為への直接参加の概念に関する
解釈ガイダンス」と題し、2009年に発表している。6年
にわたるこの研究では、敵対行為を行う上で誰が民間人
とみなされるのか、どのような行為が敵対行為への	
直接参加にあたるのか、敵対行為に直接参加した民間人
が直接攻撃からの保護資格を喪失する具体的な形態を
明らかにしようとした。しかし、赤十字が民間人保護
に関して示した広義の定義と結論を多くの国が受け入
れていないため、報告書の提言はほとんど支持されて
いない。
敵対国への攻撃に従事する民間人は、現在の法律で

は敵対行為に直接参加していることになる、というの
が各国の一般的な見解だ。さらに、米国国防総省の	
「武力紛争法」と同様に、第1追加議定書第52条で定義
されているように、一定の状況下で民間人が軍事対象
になることもあると、法律アナリストは説明する。	
攻撃を行う国は、戦闘員と一般市民を区別しなけ

ればならない。しかし、民間人をマークしたり、識
別したりする明確な義務はない。実際には、病院、

文化財、民間防衛構造物などの保護対象建築物を示
すマーキングは存在するが、攻撃者はこのようなマ
ークを無視することがよくある。例えばロシアは、
ウクライナに対する無差別攻撃で非難されている。
国連人権高等弁務官事務所（OHCHR）は「深い懸念」
を表明し、ロシア政府に対し、非戦闘員を標的とす
ることは戦争犯罪と見なされかねないとの注意喚起
を行った。国連人権高等弁務官事務所のリズ・スロ
ッセル（Liz	Throssell）報道官は 2022 年 2 月、（Mark	
Cancian）「ロシア軍が人口密集地やその付近で広域効
果を持つ爆発性兵器を使用しており、無差別攻撃と思	
われる攻撃で民間人が死亡したり負傷したりしてい
る。これにはミサイル、重砲弾、ロケット弾のほか、
空爆も含まれる」と述べている。ロシアの砲撃は、クラ
スター爆弾の可能性もあり、戦争が始まってわずか
15 日で学校、病院、保育園を直撃したという。民間人
の死傷は戦争中ずっと続いているが、ロシアは民間人
を標的にしていることを否定している。国際刑事裁
判所（ICC）は、2022 年 3 月にウクライナにおけ
る戦争犯罪の可能性について調査を開始し、その後
2023 年 3 月に	
2 件のロシアに対する告訴を進めると発表したと BBC
が報じている。2023 年 3 月中旬、国際刑事裁判所
は、ロシアのウラジーミル・プーチン（Vladimir	
Putin）大統領がウクライナからの子どもの拉致に関
与した疑いがあるとして、戦争犯罪の容疑で逮捕状
を発行したとAP通信が報じた。
中国人民解放軍は、ローロー船の使用に関して、中

国人民解放軍船をグレーに塗装したり、軍事マークを
付けたりするなどの、民間のフェリーとの差別化を図
っていない。さらに、中国共産党は 1995 年から、民
間輸送を規定する一連の法律と規則を制定し、ローロー
船の役割を本質的に曖昧にすることを中国人民解放軍
に認めている。しかし、このようなルールは、国際法
と矛盾する活動を正当化するものではない。	

中国人民解放軍は、部隊の輸送から機雷の
設置、偵察、偽装に至るまで、ローロー船に
さまざまな軍事的機能を持たせることを想定
している模様だと、元米国防情報将校のロニ
ー・D・ヘンリー（Lonnie	D.	Henley）氏は、
米国海軍戦争大学が発行する「中国海事報告
（China	Maritime	Report）」の 2022 年 5月
号で詳述している。また、中国人民解放軍は、
民間船であるローロー船を隠れ蓑に国家の正
当性をアピールし、紛争時にローロー船が攻
撃された場合に非難する口実として利用する
狙いもある。さらに、ローロー船は、敵対す
る勢力が民間船舶（たとえ交戦関係にある船
舶であっても）を攻撃するのを躊躇するのを
利用する目的で利用される可能性があるとア
ナリストは述べている。
中国を含む多くの国が黙認しているよう

に、軍事行動から民間人を保護することは、
ジュネーブ条約第 57条（1）、第 1追加議定

書の下で国家の主要関心事であるべきだ。軍民融和を
進めることで、中国政府は政府の方針として国民を危
険にさらしているように思われる。軍事演習でローロ
ー船を使用することは、国際的な民間人保護を後退さ
せることになる、とアナリストは主張する。

融合、覇権の高い代償
多くの国が、便宜上、あるいは強制的に、民間人や	民
間物を軍事行動の増強に利用している。第一次世界大
戦中、フランスはパリのエッフェル塔の上に軍事通信
用の中継塔を置き、重要なメッセージの送受信を行っ
た。また、第二次世界大戦中、ドイツ軍の進攻に伴い、
イギリスは漁船やプレジャーボートを使ってダンケル
クから部隊を撤退させた。オーストラリアは、中央ア
ジアや中東の平和維持活動で、民間のコントラクター
を使った部隊の支援を行っている。米国も同様に、数
十年にわたり、民間のコントラクターや商業サプライ
チェーンを利用して、世界各地の軍事作戦を支援して
きた。
しかし、中国共産党は覇権を追求するために、民

生と軍事の区別をなくし、しばしば中国の民間人を使
って強制的な技術移転、情報収集、窃盗などの非透明
で不正な活動を行い、重要な技術を手に入れようとし
てきた。「軍民融合は、国際的な科学技術協力や公正
なグローバルビジネスの実践を支える信頼、透明性、互恵
性、共有価値を脅かす要素となる」と、米国国防総省
は 2020 年の報告書で述べている。
中国共産党が技術や資産（軍事施設、基地、インフ

ラなど）を獲得するために採用してきた手段は、紛争
時にそうした事業に従事する中国の民間非戦闘員に対
する疑念を招く可能性もあるとアナリストは指摘する。
「軍民融合は、2022年以降に戦闘態勢を整えるとい
う、中国共産党が 1949 年に中国本土で政権を取った
直後から発してきたスローガンであると解釈されて
いる。2049	年までに中国人民解放軍を世界的な軍隊
に発展させることは、依然として主要な目標となっ
ている」と、日本国際問題研究所（東京）のモニカ・
チャンソリア（Monika	Chansoria）上級研究員は、
英文ニュースサイト「ジャパン・フォワード（JAPAN	
Forward）」の 2021年の論文で書いている。	
チャンソリア氏はさらに、「その目的に向かって」、

「ヒマラヤ国境地帯、南シナ海、東シナ海における中
国の活動および加害行為の発展的な地上現実は、軍事
ステルス、経済、政治の軍事・市民融合によってます
ます決定づけられていくだろう」と予測した。	
この洞察は、2023年に入っても通用している様子だ。
中国共産党の侵略と野心の度合いを踏まえ、インド

太平洋地域の同盟国や提携国は、紛争が発生した場合
に民間人が国際法の下で受けるべき保護を享受できる
ように、平時から武力紛争法を守ることの重要性を確
認しなければならない。さもなければ、中国人民解放
軍は法の区別と尊重の原則を利用して有利な立場に立
とうとするだろう。中国や台湾などの一般市民が最も
高い代償を払うことになる可能性がある。o

2021 年 7 月、エクアドルのガラパゴ
ス諸島付近を航行する中国船籍、ゾン・
ユアン・ユー 16 号。中国共産党は、
軍民融合戦略の一環として、数千隻の
遠洋漁業船を利用している。 AP 通信
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クジラの音よりも大きい 200 デシベルの音量で測定さ
れた。海底の特定の場所にテッポウエビが大量に生息
している場合、海中通信や調査の妨げになることもあ
る。スクリップス海洋研究所の研究では、このエビは
熱帯の沿岸水域に多く生息し、ソナーによる航行や監
視に使われる周波数が重なることで、原子力潜水艦を
音響的に妨害できる独特の発声パターンを有している
ことが明らかになった。	
1988 年、インドのヴィシャーカパトナム沖で行わ

れた原子力潜水艦の初演習の際に、そうした痕跡を示
す証拠が確認されている。潜水艦が着座すると、ソナ
ー画面全体が真っ白になったが、乗組員はブラスト送
信を行って状況を解決した。この問題をテッポウエビ
に起因するものとする十分な理由がある。インド太平
洋での潜水艦の急増は、水中領域認識のこの側面につ
いて真剣に検討する必要性を高めている。	

今後の方向性
潜水艦の配備を適切に計画するためには、さらなる研究
が必要だ。そのためには、ハビタットマッピング、そし
てそれに続くサウンドスケープマッピングが有効な手段
だといえる。インド亜大陸周辺海域だけでも 14亜種の
テッポウエビが生息しており、それぞれに独自の発声や	
生態系・ライフサイクルがある。そのため、同海域に特
化した大規模な研究開発が不可欠であり、その結論は繰
り返しフィールドテストされる必要がある。
2000 年、南シナ海と東シナ海で「アジア海域国際音

響実験（ASIAEX）」と呼ばれる 3年間の浅海域音響測
定が開始された。海洋戦略コミュニティは、中国が重要
な海洋能力を開発していること、そして潜在的な展開に
備えて戦力を準備する水中領域認識が重要であることに
気づいた。アジア海域国際音響実験では、米国海軍研究
所の資金援助により、ワシントン大学を中心とする米国
6大学が第 1フェーズでモデルの開発、実験検証地の特
定を行った。第 2フェーズでは、中国、シンガポール、

韓国、台湾、米国などの 20近い機関がフィールドデー
タを収集した。中国は、米国の懸念を認識しながらも、
自国の水中領域認識強化を目指して参加した。

水中領域認識の枠組みの構築
同盟国や当事者たちが水中領域認識の関連性を十分に
理解し、先に進もうとする前に、現代の世界秩序を最
近の事件に基づいて解釈することが必要である。	
2022 年 5月 24 日、国際社会が多方面で大きな揺

れに直面している中、東京で開催された日米豪印戦略
対話（クアッド）では、オーストラリア、インド、日本、
米国の首脳が一堂に会した。パンデミックの影響の連
鎖、さらにロシアのウクライナ侵攻によって、世界の
経済活動は未曾有の危機にさらされた。クアッドサミ
ットと同時期にスイスで開催された世界経済フォーラ
ムでは、「転換期を迎えた歴史：政府政策とビジネス戦
略（History	at	a	Turning	Point:Government	Policies	
and	Business	Strategies）」をテーマに世界のリーダー
たちが集まった。	
クワッドサミットでは、自由で開かれたインド太平

洋を支持する 2つの重要な発表がなされた。第一に発
表された海洋領域認識（MDA）パートナーシップは、
商業衛星からの新しいデータを地域全体の国々に提供
することになる。第二に、クワッドは、米国が主導す
る 12か国の繁栄のための経済グループ「インド太平
洋経済枠組み（IPEF）」を発表した。これらの国々は、
世界の国内総生産の 40％を占めている。この経済枠組
みは、税制や腐敗防止策に加え、貿易、サプライチェーン
の強靭化、クリーンエネルギー・脱炭素化という 4つの
柱に大別される。共同声明では、この枠組みの目的は、
これらの経済国において「レジリエンス、持続可能性、
包摂性、経済成長、公平性、競争力を高める」ことだ
としている。	
この海洋領域認識に関する発表については、クアッド

アーナブ・ダス博士 / インド海軍中佐（退役）

と

水中領域認識の新たな視点

28 ページに続く

グ
ローバルパワーの中心は、インド洋と太平
洋へと移っている。インド太平洋地域の戦
略空間は、21世紀の地政学的・戦略的な
交流の主要な舞台であると認識されてい
る。戦略的なプレゼンスと利益を確保する

ために、この地域に資産を配備する国が世界的に増加
している。インド、中国、ロシアは、米国と並ぶこの
地域の主要な勢力として台頭しつつある。多極化する
世界秩序の中で、海洋領域の重要性を認識することが
大切だ。
近代的な潜水艦を保有する国が増えるにつれ、水面

下の脅威が増大し、この戦略空間が進化していること
を物語っている。インド太平洋地域の安全保障パート
ナーたちは、水中領域認識（UDA）がなぜ重要なのか、
防衛上のニーズを満たすためにいかに改善すべきかを
理解する必要がある。
例えば、冷戦時代に開発された水中監視用のソナー

技術は、インド洋や太平洋のような熱帯の沿岸海域で
は役に立たない。カスタマイズされた音響信号処理の
アルゴリズムがない以上、こうしたハードウェアで熱
帯海域特有の特性を把握しようとするのは無駄な努力
だといえる。インド太平洋海域では、ソナー性能が	
60％程度低下するため、深刻な制約があり、その対策
が必要となる。	

領域認識
このような海域には、さまざまな機会と課題がある。
生物多様性や天然資源の面では、豊かな富に恵まれて
いる。この地域の発展途上国は、一般的に、長期的な

音響能力および機能構築のための科学技術（S&T）	
および地域固有の研究開発（R&D）を優先することが
困難だ。また、多くの新興国は、自国の海域を探査し、
経済的価値を引き出す能力を備えていない。こうした
複合的な要因によって、これらの国々は戦略的な安全
保障と経済的な豊かさのために外部勢力に依存し、搾
取されやすい状態にある。
地域の不安定さは、地域外の強国が既得権益のため

にこれらの国々を操作することにもなりかねない。こ
の地域では、非国家勢力が国家の後ろ盾を得ながら活
動していることが多い。これらの非国家主体が持つ破
壊的で非対称な優位性は、治安部隊にとって、特に通
常手段で対抗する上で大きな懸念材料となっており、
こうした優位性は水中領域認識の重要性をさらに高め
るものだ。
熱帯沿岸海域での水中領域認識は、浅海域音響測定

（SWAM）の取り組みからも明らかなように、複雑で
ある。浅海域音響測定は、そのような海域で音響能力
と機能を高めるための確かな方法だ。まず、水中の環
境ノイズと流路の挙動を理解するために、モデリング
とシミュレーションを行う。
米国は、潜水艦、浅海域音響測定、水中領域認識の

研究を何十年にもわたりリードしてきた。1958 年	
8 月 3日、世界初の原子力潜水艦「ノーチラス号」が、
世界で初めて北極点潜航を達成した。	
それに先立ち、スクリップス海洋研究所では、1946年

に米国海軍の許可を得て、テッポウエビをマッピング
する水中領域認識の先駆的な取り組みを実施している。
この生物の音は、地球最大の哺乳類であるシロナガス

テッポウエビの大群が発する音は、水中での通信を妨害する
ことがある。世界秩序

戦略空間
インド太平洋

2023 年 1月、ムンバイでインド海軍の潜水艦「ヴァギール（Vagir）」
が就航。インド太平洋地域の軍隊は潜水艦能力を高めている。ロイター
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海洋監視海洋領域認識

高周波レーダー
陸上から潮流や波を計測

長距離識別追跡
（LRIT）機能

仮想プライベート 
ネットワーク（VPN）

超小型開口ターミナル
（VSAT）

船舶監視システム
（VMS） 

合成開口レーダー
（SAR） 全地球測位システム

（GPS） 航空ライダー 
海洋大気と海洋エアロ
ゾルを測定

衛星 
海面水温、海面水位、
海氷を測定し、 
海洋監視にも使用 
される

海洋観測ブイ  
水温、波高、波周期を測定 

篤志観測船   
気象・海象データを提供 

係留ブイ 
水温、塩分、水面気象
を測定

バイオロギング
海洋生物に
センサーを取り付け、
その行動を観察すること 投棄型水温記録器

異なる水深の 
温度を測定

エアガン＆
ストリーマケーブル
海底の地質を調べる
地震探査に使用

海底ケーブルシステム
海底の地震や津波を計測

自律型海中ロボット
海底地形データおよび
海底プロファイラデータを取得

水中グライダー 
自律観測システム

ドレッジバケット 
海底の土砂や岩石を
採取

ウォーターサンプラー
導電性、温度・深度センサーを 
備え、海水のサンプルを採取し、 
海の温度、塩分、気圧を測定

遠隔操作車
深海調査、海底サンプリ
ング、機器設置に使用

アルゴフロート
漂流システム
海中を上昇・下降しながら
温度・塩分濃度を計測

VMS

LRITUSERS

海洋領域認識
センター

港湾

沿岸 AIS 
ステーション

カメラ 

船舶交通管理

LRIT

レーダー 

AIS

衝突回避：自動識別システム
(AIS)

AIS 航行支援 

漁業境界

AIS の範囲：平均 20 〜 40 海里 

自動識別システム (AIS) は、船舶を追跡し、VHF 帯
の海上移動体通信で情報を発信するトランスポンダ
として機能するシステム。

AIS 航行支援とは、陸上または海上局から自動識別
システム無線で放送される誘導や、自動識別システム
の対応レーダーや電子海図システムの指定位置に
仮想的に表示される誘導のこと。

長距離識別追跡（LRIT）は、衛星を利用したリアルタ
イムの報告メカニズムで、他の方法では見えない、潜
在的な脅威となる船舶の位置を特定することができる。

衛星通信：機密・安全

AIS：公共で安全性が低い

マルチプルコアラー
海底の堆積物を採取

海底設置型
超音波流速計
海や沿岸の流れを測定

セジメントトラップ 
海底に落ちてくる 
粒子を捕集

出典：「日本の海洋・海洋政策白書 2019」（笹川平和財団海洋政策研究所、海洋研究開発機構） https://www.jamstec.go.jp/e/about/equipment/observe/

パワーグラブ 
海底鉱物などの
試料を採取

イ
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：
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M

とはインフラ、人、貨物、船舶、その他の輸送手段など、安全保障、安全、経済、環境に影響を及ぼす可能性
のある海洋領域に関連するあらゆるものを把握することだ。 

海洋環境の現状と変化を把握するための観測データを収集・提供。研
究者、産業界の専門家、軍事技術者は、さまざまな機器や測定技術を
使って海洋を監視している。

超小型開口ターミナル（VSAT）衛星通信は、地球
上の局でリアルタイムのデータを送受信する。

船舶監視システム（VMS）は、規制当局が商業漁
船の動きと位置を監視するために使用する衛星通
信システム。

仮想プライベートネットワーク（VPN）は、イン
ターネットなどの公共または安全性の低いネット
ワーク上で安全で暗号化された接続を実現する。

出典：Pole Star, Absolute Software Corp.

海上活動を監視するためのレガシーシステムには、沿岸レーダーや航空・水上巡視などがある。
自動識別システムや船舶監視システムといった最新の追跡機能は、ほとんどの海域で法的枠
組みにより設置が義務付けられていないため、限られた範囲しかカバーできていないのが現状。

水中領域認識 

浅海域音響測定

合成開口レーダー（SAR）は、電磁スペクトル
のマイクロ波領域を利用して、夜間や視界の悪
い場所でも船舶を探知することができる。 

水中領域認識 (UDA) は、海上交通路、沿岸水域、
様々な海上資産を含む水中領域に重点を置いた
海洋領域認識に関連する。一方、安全保障面
では、海や沿岸へのアクセスの制御や、敵対者
の牽制を目的とした潜水艦や機雷の増加を意味
する。
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のアジェンダへの実質的な追加であり、これまでで最も
有望な取り組みであるとする見方が多かった。特に、イ
ンド太平洋戦略空間において、クアッドが公益を提供し、
小国のニーズに応えるという、この地域のパートナーの
大半の望みをかなえるものでもあった。クワッドが海洋
領域認識のパートナーシップを適切に履行できれば、地
域全体にとって画期的な変化となり、あらゆる国にとっ
て実質的な価値を示すことになるだろう。	

トラッキングの改善
海上活動を監視するためのレガシーシステムには、沿岸
レーダーや航空・水上巡視などがある。近年、国際水域
で大型船舶の航行を監視する自動識別システム（AIS）
が登場し、一部の国では免許を持つ漁船が船舶監視シス
テム（VMS）の使用を義務付けられているため、識別
データ、位置、航路、速度を付近の船舶や受信局（陸上
および宇宙）に中継することで追跡が可能となっている。	
しかし、自動識別システムや船舶監視システムは、

複数の海域にまたがる法的枠組みの中で設置が義務付け
られていないため、その普及状況はまちまちである。	
さらに、違法な漁業活動やその他の不法行為に従事する者
によって、その実施を阻害しようとする深刻な動きがあ

る。そのため、海上法執行機関は、沿岸レーダーや航空・
水上巡回に頼っているが、その範囲は限定的である。従
来の地上型自動識別システムや船舶監視システムにも、
同様の制限がある。沿岸レーダーや船舶監視システムは、
インド太平洋における不正行為の規模に対抗するには、
あまりにも酷使され、数も不足している。	
衛星を利用した自動識別システムは、広い海域を	

カバーするのに適した選択肢だが、広く普及しているわ
けではない。衛星システムには、地表を撮影するため
の電気光学・合成開口レーダーセンサーが搭載されて
いる。地球同期軌道の大型衛星から、地球低軌道の小
型衛星群への移行により、衛星データのコストは抑え
られている。しかし、排他的経済水域を一貫して監視
するために必要な宇宙ベースのリモートセンシング	
データの規模は、インド太平洋の発展途上国にとって
まだまだ高価なものだ。	
撮像衛星は、解像度と口径で妥協が生じる。周波数

が低ければ範囲は広くなるが、解像度が低くなり、そ
の逆もしかりだ。そのため、広い範囲を低解像度の電
気光学センサーやレーダーでカバーし、狭い範囲を高
解像度の画像カメラでマッピングする、ハイブリッド
なシステムが求められている。
分析の面では、多様なデータソースから不審な行動

をリアルタイムに特定するために、自動化と機械学習

音響能力と音響能力と
機能の機能の

ビルビル

科学と研究

国家安全保障

コーポレート

海洋環境

近代的 

設備

海軍 
海賊対策、海上テロ

沿岸警備隊の安全性、汚染 

制御、科学データ 

収集とサポート

汚染対策

石油・ガス 

業界

オフショア

風力発電所

規制規制

分析分析

センシング

センシング

規制規制

分析分析
センシング

センシング
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が不可欠だ。課題は、国によって異なる規制の枠組み、
能力・機能の限界、データプライバシーに関する懸念、
地域間のシームレスな協力の欠如、海域に特化した研
究開発の不足など、多岐にわたる。	
米国を拠点とするホークアイ 360（HawkEye360）

は、代表的な商用電波観測衛星オペレーターであり、
クアッド加盟国は、そのデータを購入し、インド太平
洋全域の提携国と共有する予定だ。また、既存のチャ
ネルを利用したデータ処理とリアルタイムの共有も今
後促進される。
現在、インド太平洋では以下のデータ分析施設が稼

働中だ：	
•	米国海軍の SeaVision プラットフォーム
•	インドのインド洋情報融合センター
•	シンガポール拠点の情報融合センター
•	バヌアツにある	
オーストラリア出資の太平洋核融合センター
•	ソロモン諸島にある太平洋諸島フォーラム漁業庁
の漁業監視センター。
これらのセンターの高品質なデータが利用できるよ

うになれば、地域の海洋領域認識を大きく向上させる
ことができる。
2021 年 9月にオーストラリア、英国、米国が締結

した安全保障協定は、オーストラリア政府による通常
兵器搭載原子力潜水艦の取得を支援するとともに、海
中能力を含む先端技術に関する協力を推進することと
なる。原子力潜水艦の艦隊は、莫大な規模の水中領域

認識が必要であり、オーストラリア、英国、米国にと
って大規模な浅海域音響測定は必須である。
中国は近年、水中領域認識強化ためにインド洋で相

当数の調査航行を実施しており、その数はフランス、イ
ンド、米国の合計よりも多い。2019 年以降、中国の艦
船は、オーストラリアとインドの重要な潜水艦作戦区域
とされるベンガル湾、アラビア海、インドネシア西方海
域の深海を調査するミッションを数十回行っている。	
インド・プネにある海事研究センターは、ニール・

ドゥワニ・テクノロジー（Nir	Dhwani	Technology）
社と共同で、海上保安、ブルーエコノミー、環境・災
害管理、科学技術コミュニティの関係者がリソースを
プールし、相乗効果を発揮することを促す水中領域認
識を提案している。地政学的に異なる国同士でも、環
境問題や防災問題で協力し合うことで、分野を超えて
科学技術を展開することが可能だ。（上図参照）
しかし、インド太平洋の熱帯沿岸海域では、音響能

力・機能増強が中心的な要件となる。効果的なソナー
がなければ、実行可能なソリューションは存在しない。
適切な弾みがつけば、想定される水中領域認識は、複
数のグローバルな課題に対応することが可能となる。
世界秩序は、安全保障と成長をシームレスに進めるこ

とを要求している。インド太平洋の熱帯沿岸海域がもた
らす課題と機会は、水中領域認識の実施によって包括的
に対処することができる。環インド洋協会、クアッドな
どのパートナーシップ・フォーラムは、それぞれの議題
においてこの枠組みを優先し、制度化する必要がある。o

水中領域認識の総合的視点25 ページから続く

キエフ近郊の湖で水中ドローンを使って
不発弾を捜索するウクライナ人作業員。
ロイター
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さ
まざまな国々、とりわけインド太平洋地域
の国々で、中国を安全保障上の脅威と見な
す兆候がより鮮明になってきている。具体
的には、日本が防衛費の大幅な増額を計画
していること、中国の威圧に批判的な韓国

大統領が選出されたこと、インド太平洋地域のパート
ナー 4者が北大西洋条約機構（NATO）の年次首脳会
議に初めて参加したことなどがその例だ。
こうした動きの背景には、中国共産党の習近平総書

記が「安全保障を最優先する」と宣言していることが
挙げられる。習主席は 2014 年に中国独自の安全保障
の概念を導入し、2022 年 10 月、党首として 3期目	
5 年を確保した中国共産党第 20回全国代表大会でその
規定を改めて示した。この包括的な国家安全保障政策
は、文化的安全保障、食糧安全保障、エネルギー安全
保障、軍事安全保障など、16の統治分野に及んでいる。	
ベルリンを拠点とするメルカトル中国研究所の主席

アナリスト、ヘレナ・レガルダ（Helena	Legarda）氏
は FORUMに、「あらゆるものが徐々に安全保障と結
びつけられていく状況が、中国の現だ」と語り、「どの
ような政策分野でも、政権や政治体制に挑戦をもたら
すものであれば、中国側は国家安全保障の問題とみな
す可能性がある」と述べた。	
内外の脅威に対する認識も含めて、政策目標は自立

にあるようだ。レガルダ氏は、「事実上、中国は西側諸
国と断絶する必要がある場合に備えて、最悪の事態に
備えている」と話している。
中国を最重要貿易相手国としている国や、中国と米

国のどちらにつくかを避けている国の多くは、中国の
強制力を懸念しており、中国の主張に対してさまざま
な反応を示している。「こうした国々は、できる限り紛
争を収拾し、少なくとも事態の拡大を抑え、この地域
のすべての勢力と良好な関係を保とうとしている」と
氏は語る。	
しかし、商業漁業、領土主権、戦力投射などの分野

では、懸念が表明されている。同氏はさらに、「各国の、
特にインド太平洋諸国の反応を見ていると（中略）	
ある種のパターンが見えてくるように思われる」	
と述べている。
特にオーストラリア、インド、日本は民主主義国家

であり、米国とともに四極パートナーシップ（クアッド）	
を組んでいるが、習主席が 2012 年に政権に就いてか
ら加速した中国共産党の軍備増強に対して、より大胆
な対応を示している。「ここ 4、5年の間に、中国はプ
ラグマティズムを捨ててイデオロギーを優先するよう
になった」とレガルダ氏は述べる。そして、「戦略的・
政治的な大目標を達成するためなら、経済的・風評的
なコストも厭わない、というのが中国の考え方だ」と
指摘する。
米国国防大学中国軍事問題研究センター所長のフィ

リップ・C・サンダース（Phillip	C.	Saunders）氏は、
この状況を深刻に捉えている。	
サンダース氏は FORUMに対して、「中国は、クア

ッド諸国が協力し、より制度化された形で、地域の安
全保障の面でより多くのことを行う可能性を懸念して
いる。しかし、中国の行動こそが、クアッド加盟国す
べての脅威認識を刺激し、安全保障上の協力を強化し
たいと思わせるものであり、他の国がクアッド、ある
いは何らかの形でクアッドプラスへの参加に関心を持
つ可能性もある」と語った。
中国を新たな脅威として認識する背景には、2つの

動きがあるとサンダース氏は指摘する。まず、中国が
自国領と主張する台湾周辺や南シナ海への空母 2隻の
配備、長距離の模擬爆撃、より高度な戦闘機の開発な
どに見られるように、中国人民解放軍はより高い能力
を身につけ、戦力投射に意欲的になっていることが挙
げられる。2つ目は、2022 年 8月にナンシー・ペロシ
（Nancy	Pelosi）下院議長（当時）率いる米国代表団が
台湾を訪問した際の中国の反応だ。サンダース氏は「中
国側はこれに不満を抱き、その不満を軍事的な手段で
表現することを選んだ」とし、「それは確かに台湾でも、
他の地域でも注目を集めた」と述べている。台湾訪問
から数日のうちに、中国人民解放軍は台湾周辺で大規
模な訓練を行い、弾道ミサイルを発射して台湾の港付
近や日本の排他的経済水域内の海域に着弾させたため、
中国政府への外交的抗議に発展した。
米国の安全保障研究・分析機関のランド研究所の政

治学者、レイモンド・クオ（Raymond	Kuo）氏は、
中国の地域を不安定化させる活動を懸念する国々は、
対応において米国の動向を注視しているという。クオ

FORUM スタッフ | 写真：ロイター

安全保障上の懸念を優先する中国の姿勢に各国が反応	

新たな拡張主義に 
毅然と立ち向かう

中国の
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係の強化を求めている、とサンダース氏は述
べている。選挙期間中、尹大統領は、韓国が
2017 年に北朝鮮のミサイル攻撃から守るため
に「THAADミサイル」と呼ばれる米国の対弾
道ミサイル防衛システムを配備したことに対し
て、中国が韓国に約 1兆 450 億円（約 75億ド
ル）の損害を与える経済制裁を行ったと指摘し
た。2022 年 2月、当時の尹候補は「フォーリ
ン・アフェアーズ（Foreign	Affairs）」誌に寄
稿し、中国との「ハイレベルな戦略対話」を求
める一方、韓国が中国の貿易に依存しているこ
とを理由に両国の関係や自国の幅広い外交政策
の条件を決定させることはしない、と示唆した。
中国が自国の利益を脅かすと見なした THAAD
をめぐる報復は、「大衆の対中観、そして政府
や軍の見解にも永続的な影響を与えた」とサン
ダース氏は指摘する。また「韓国からの発言は、
中国の意図と軍事能力についてより率直なもの
となっている」という。

ベトナムは、2014 年 5月、南シナ海の係争海
域での中国による石油試掘をめぐる対立で、ハ
ノイの 30隻もの艦艇が最大 160 隻の中国船舶
に挑んだとき、中国の海洋での強要に対して最
も激しい抵抗を示したといえる、とクオ氏は指
摘する。膠着状態の最後の 1か月間には、数百
隻の船舶が衝突したと伝えられている。この事
件をはじめ、パラセル諸島（南沙諸島）の領有権、
中国人民解放軍による人工岩礁やその他の海域
の浚渫や軍事化に関わる他の事件を受けて、ベ
トナムは「状況を均衡させるために外部の勢力
を巻き込むことを検討している」とサンダース
氏は語る。ベトナムは 2019 年の国防白書で、
「一方的かつ権力による強制、国際法違反、軍
事化、現状変更、主権、主権権、管轄権に対す
る侵害」など、これまで直面してきた中国の侵
略を詳述している。ベトナムは、軍事力を発展
させ、ロシアの兵器や中国の影響力への依存か
ら脱却するために、米国空軍と協力していると、
2021 年 12 月に空軍大学の「ジャーナル・オブ・
インド・パシフィック・アフェア」が報告して
いる。経済的な結びつきが強く、共通のイデオ
ロギーを持っているにもかかわらず、ベトナム
人は「強力なナショナリズムを示しており、そ
れが中国への疑念を生んでいる。彼らは外交、
軍事、経済の要素を含んだ際どいゲームを展開
している」とサンダース氏は指摘する。
インドと中国との間には 1962 年に国境戦争が
起き、現在も緊張が続いている。2020 年 6月
の衝突では、20人のインド兵と一説には最大
40人の中国兵が死亡したとタイムズ・オブ・
インディア紙が報じた。2021 年 11 月、イン

ド軍当局は中国を国家の安全保障上の第一の脅
威と位置づけ、国境侵犯に対処することを表明
している。非同盟主義のインドは、正式な軍事
同盟は結ばないが、米国やその同盟国、パート
ナーとの演習は日常的に実施している。インド
と中国はブラジル、ロシア、南アフリカととも
に経済グループ BRICS のメンバーだが、イン
ドはクワッドの加盟国として、東シナ海と南シ
ナ海における「係争中の領域の軍事化、沿岸警
備船と海上民兵の危険な使用、他国の海洋資源
開発活動を妨害する努力」を含む行動を非難す
る共同声明を発表し、中国をけん制した。サン
ダース氏は、インドの政策を「中国に対しては
ヘッジの姿勢が中心だったが、安全保障上の懸
念が強まるにつれ、そのヘッジの一環として、
米国との協力関係を深めることに前向きになっ
ている」と評した。

オーストラリアは、2021 年 9月、英国、米国
とともに、通常兵器搭載の原子力潜水艦を含む
高度な軍事能力をオーストラリアに提供するこ
ととなる安全保障パートナーシップを発表し
た。シンガポールのヴィヴィアン・バラクリシ
ュナン（Vivian	Balakrishnan）外相は、2023年	
5 月のオーストラリア外相との会談後、同安全
保障パートナーシップへの支持を明言し、オー
ストラリアが地域の安全保障でより大きな役割
を果たすと信じていると述べた。ガーディアン
紙によると、バラクリシュナン外相は「AUKUS
については、地域の安全保障に建設的に貢献す
る限り、我々はそれを支持する」とし、「AUKUS
に加盟する 3か国とは、それぞれ長期的な関係
を築いてきており、安心して協力できるだろう」
と述べたという。		

氏は FORUMに対し、「中国の好戦的な
態度が、各国が米国寄りになっている原
因だ」と指摘し、さらに、「米国は、中
国の挑戦に対して、より地域的かつ統一
的な対応を取りまとめるリーダーシップ
を取り始めている」と述べた。
日本は、2021年に米国と共同で、日

本と韓国などにとって重要な航路である
中国と台湾の間の台湾海峡を安全保障上
の最大の懸念事項とする声明を発表する
など、中国の侵略に対して最も強い抵抗
力を示している、とクオ氏は語る。日米
同盟のこうした共同声明は、50年以上
ぶりのことだった。また、日本は2022年	
5 月に経済安全保障省を設置し、サプラ
イチェーンやインフラ、先端技術の防衛
に当たっている。松蔭大学の高橋敏哉氏
は、この動きは、中国による貿易妨害や
経済スパイに対する懸念の高まりを反映
していると、東アジアフォーラムに寄稿
した論文で述べている。「この法律は、
対中経済対策に前向きな米国やオースト
ラリアとの日本の安全保障協力に役立
つ」と、高橋氏は書いている。
2022 年 7月、ロシアのウクライナ侵

攻の影響、中国による台湾への威嚇、脆
弱な技術サプライチェーンを国家安全保
障上の脅威として強調し	た日本の年次
防衛白書が発表されると、中国は日本を
批判した。白書には、日本が防衛予算を
増やし、反撃能力を開発する計画が記さ
れている。中国側は、白書には中国の防
衛政策に対する「非難と中傷」が含まれ
ており、日本が「自国の強力な軍備の口
実を見つける」ための試みだと指摘した。
1972年に日本と中国は関係を正常化

し、日本の中国に対する好感度は1980年	
に最高潮に達した。政府の世論調査では、
当時国民の 79％が中国に対して良いイ
メージを持っていた、とオンラインニュ
ース誌「ザ・ディプロマット」は伝えて
いる。それから 40年後の 2021 年、民
間の世論調査では、日本人の 90％以上
が中国に対して否定的な見方をしている
と同誌は報じている。
中国の主張に対する反発の例はこれ

以外にもある。

韓国は、2022 年 3月の尹錫悦大統領の
当選以来、米国および日本との協力関

2022 年 10 月に
北京で開催され
た党の第 20回全
国代表大会で、
新政治局員の行
列を先導する習
近平中国共産党
総書記。	

韓国の尹錫悦大統
領は、中国貿易へ
の依存が二国間関
係の条件を左右す
ることを許さない
と述べた。
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欧州連合は、2022 年 2月にパリで開催され
た「インド太平洋地域協力閣僚フォーラム」
に、インド太平洋地域 30か国が参加したと
報告した。会合では「共通の志」として、中
国が他国と対立している 2つの分野である海
洋安全保障およびサイバーセキュリティにつ
いて議論が行われた。中国は、南シナ海の島々
の主権や航行権をめぐる対立など、十数か国
との間で領有権問題を抱えている。さらに、
中国とつながりがあるハッカーが世界中でサ
イバー攻撃をしていると非難されており、戦
略国際問題研究所は 2022 年 10 月に、「中国
の国家支援団体に関連するカスタムマルウェ
アを使用して、複数の東南アジアの政府 ...	
」が標的になったと報告している。

米国は新たな方法で中国の自己主張に対抗し
ている。「インド太平洋海洋安全保障構想」は、
南シナ海沿いから南アジアにかけての国々の
海洋領域認識を強化するものとなる。米国が
別途発表した約 8,500 億円（61億ドル）の
「太平洋抑止構想」は、中国を取り上げ、「（米
国）国防総省の投資と努力の大部分は、この
脅威とインド太平洋抑止力の強化に集中して
いる」と記している。2022 年 2月に発表さ
れた米国のインド太平洋戦略では、中国との
競争激化に言及し、この地域における米国の
5つの条約同盟を含むイニシアチブ、さらに
クアッドの強化、インドの地域リーダーシッ
プ継続の支援、米国の外交プレゼンスの拡大
が明記されている。また、サンダース氏は、
中国へのマイクロチップの販売規制や、より
広範な範囲で、米国の技術を使用した製品に
対する米国の新たな規制を挙げた。それ以前
の規制は、中国の核戦力を助ける可能性のあ
る技術に焦点を当てたものだった。「現在、
より一般的な意味で、中国が集積回路で最先
端の競争相手となることを我々は望んでいな
い。世界トップクラスの人工知能産業を持た
せたくないのだ」とサンダース氏は言う。米
国は、志を同じくする国々に対し、この新た
な規制に沿って、自国の経済やサプライチェ
ーンの一部を中国から切り離すよう促してい
る。「日本や韓国、東南アジアの国々には、
中国との貿易に慎重になるよう働きかけてい
く」とサンダース氏は語り、「そして、ヨー
ロッパに対しても同じことを行っている」と
述べた。
ASEANは、南シナ海の航行に関する行

動規範や領有権などをめぐって中国と交渉
しているが、中国の脅威が高まることを懸念
する国は少なくない。ランド研究所のアナリ

ストであるクオ氏は、この協議は 10年も続
いており、進展の望みはほとんどないように
見えると述べた。南シナ海交渉の最大の難点
は、中国がASEAN全体ではなく、フィリピ
ンやベトナムなど個別の加盟国との二国間
協定に固執していることだ。「もしASEAN
が本当にブロックとしてまとまることがで
きれば、地域を形成するためのより多くの権
限と能力を持つことができるだろう」とクオ
氏は述べた。	

しかし、長年の協議の結果、ASEAN諸国
の自由と主権を制限しようという中国の本音
が見えてきたとサンダース氏は指摘する。例
えば、中国はASEAN加盟国が非加盟国と軍
事演習を行ったり、外国企業の協力を得て石
油資源を開発したりすることを制限しようと
している。「ASEAN企業か中国企業だけにし
てほしいというのが本音だろう」とサンダー
ス氏は述べ、「この交渉の過程で、これらの
国の多くが恐れていることが明白になった。
それは、この地域を支配し、この地域で起こ
ることを決定し、少なくともこの地域の出来
事に対して拒否権を持とうとしている中国の
姿だ」としている。こうした強硬な態度が、
中国に対する不信感につながっている。シン
ガポールの ISEAS ユソフ・イシャク研究所が
実施した「2022 年東南アジアの現状調査」
によると、ASEAN諸国の回答者の 64％が米
国の地域、政治、戦略的影響力を歓迎し、53
％が米国が世界の平和、安全、繁栄、ガバナ
ンスに関して正しいことを行うことを信頼し
ていることが明らかになった。なお、中国に
ついての回答はそれぞれ、24%と 27%とな
っている。o

韓国は北朝鮮のミサ
イル攻撃に備えた
THAADを配備したこ
とで、中国から報復
的かつ多額の経済的
負担となる貿易制限
を受けることになっ
た。		

2022 年、国防指導者らは、戦力投射を
強める中国への懸念が共有される中、米国
の陸海空軍をより多くオーストラリアに派
遣する計画も改めて発表した。その他にも、
オーストラリアは新型コロナウイルス感染
症の中国での起源に関する調査を求め、
中国通信大手ファーウェイを 5Gネットワ
ークから締め出し、オーストラリア政府の
新しい外国干渉法に基づいて中国籍の人物
の調査を行った。これに対して中国は、石
炭、水産物、ワインなどのオーストラリア
製品に制裁を加えた。また、2022 年 6月
のNATOサミットには、日本、ニュージ
ーランド、韓国とともに、安全保障同盟の
インド太平洋地域のパートナーの 1つとし
て、オーストラリアが出席した。NATOは
2022 年の戦略構想で、同盟の価値と原則
に対する脅威として初めて中国を挙げ、共
産主義国家中国の「強圧的な政策」を非難し、
「宇宙、サイバー、海洋の領域を含め、法治
に基づく国際秩序を転覆しようとしている」
と結論付けた。一方、オーストラリアと中
国の首脳は、2022 年 11 月、2016 年以来
となる会談を行った。

ニュージーランドは、中国の主張の強さに
疑問を呈している。サウスチャイナ・モー
ニング・ポスト紙によると、当時のジャシ
ンダ・アーダーン（Jacinda	Ardern）首相は、
2022 年のNATOサミットでも、中国が「よ
り主張を強め、国際ルールや規範に挑戦す

るようになった」と述べ、中国の拡張主義
に対する抵抗を訴えた。近年、ニュージー
ランドは、中国北西部のイスラム教徒ウイ
グル族への弾圧や香港の公民権侵食など、
中国共産党の行動を批判する 20以上の国
際声明に参加していると、エコノミスト紙
が 2022 年 10 月に報じている。ニュージー
ランドはまた、2022 年 10 月の国連総会で、
オーストラリアやマーシャル諸島、ナウル、
パラオの太平洋島嶼国を含む 50か国と共
同声明を発表し、中国共産党によるウイグ
ル人の扱いが「国際犯罪、特に人道に対す
る犯罪に当たる可能性がある」と宣言して
いる。

バルト三国のエストニア、ラトビア、リトア
ニアは最近、中国政府主導の「中国・中東欧
諸国協力」イニシアティブから撤退した。今
回の決定は、中国による台湾への軍事的圧力
の強化や、ロシアによるウクライナ侵攻にも
かかわらず中国がロシアとの関係を強化して
いることへの批判が高まる中で下されたもの
だ。リトアニアの撤退は、首都ビリニュスで
の台湾貿易事務所の開設が発表されたタイミ
ングで起きたもので、同国は「価値観優先」
の外交政策を取り、「人権と民主的自由の侵
害に積極的に反対し、ベラルーシから	台湾
に至る世界中の自由のために戦っている人々
を守る」と宣言している。これに対して中国
は、バルト三国からの輸出製品を国内に受け
入れることを禁止した。

米国主導の中国
への技術製品輸
出規制は、電子
商取引大手のア
リババ・グルー
プなど中国企業
をターゲットに
したものだ。
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マ ル チ ド メ イ ン
インテグレーション

「プロジェクト・コンバージェンス 22」
が戦闘空間の状況認識を向上

パトリック・ヒントン大尉 / 英国陸軍

カリフォルニア州ペンデルトン海兵隊基地のレッドビーチで、「プロジェクト・コンバージェンス 2022」に参加する上陸用舟艇。
フアン・マガダン（JUAN MAGADAN）/ 米国海兵隊

オーストラリア、英国、米国は、2020 年 7月に
英米両軍が共同近代化に関する覚書に調印して
始まった取り組みである、軍間の統合と相互運

用性の向上を目的とした試みを 2022 年後半に米国カ
リフォルニア州で実施した。
「プロジェクト・コンバージェンス22（PC22）」と呼
ばれるこの学習作戦は、同盟国が能力を統合し、インド太
平洋を含む世界各地の「敵」に対する困難なシナリオを通
じて、新たな装備、戦術、技術、手順を試みる機会となっ
た。こうした連携により、合同部隊が人工知能、ロボット
工学、自律性を統合し、戦場の状況認識の向上、センサー
の接続、意思決定の迅速化を図ることが可能となる。	
部隊は作戦期間中、初の試みをいくつも達成した。米

国海兵隊 F-35Bライトニング II 航空機が、英国製多連
装ロケットシステムからの発射を自律的に制御した。英
国のジラフ・アジャイル・マルチビーム・レーダーが米
国の統合防空ミサイル防衛戦闘指揮システム（IBCS）に
接続し、統合射撃ネットワークに貢献したことは、統合
防空ミサイル防衛戦闘指揮システムがそれまで米国だけ
のシステムであったことを考えると大きな成果であった。
また、ロジスティクスおよび維持に大きな重点が置

かれた。これまで旅団の計画担当者が数時間かかってい
た補給勧告を、予測ソフトウェアが 90秒以内に作成し
た。さらに、L3ハリス社の FVR-90 遠隔操縦機が、シ
ミュレーションされた大量傷病者シナリオで血液を届け
たほか、スマートフォンアプリケーションであるバトル
フィールド・アシステッド・トラウマ・ドリビューテッ
ド・オブザベーション・キットが、傷病者とそのデータ

のネットワーク管理および効果的な転送を可能にした。	
また、HoloLens のバーチャルリアリティゴーグル

を使って、エンジニアが専門家のアドバイスを受けな
がら修理を行うこともできた。英国軍と米国軍は、互
いの装備の部品の 3Dプリントも行った。この協力に
より、復元力が強化され、機器の返送やスペアの転送
の負担が軽減された。	

データ・電磁スペクトルの管理	
複数の空と地上のセンサーを配備した今回の作戦を通
じて、データ収集がマルチドメインインテグレーショ
ンを妨げるものでないことが明らかになった。むしろ、
データ管理は極めて重要だ。米国陸軍のクリスティー
ン・ワーマス（Christine	Wormuth）長官は、2021 年
のプロジェクト終了時に「ネットワークはまさに基盤
となるものだ」と述べ、「使用するすべてのシステムの
基礎となる、確実で信頼性が高く弾力性のあるネット
ワーク」の重要性を強調した。	
プロジェクト・コンバージェンス 22の参加者は、

戦場の状況認識を高めながら意思決定を促すような形
で情報を戦場に届ける必要があることを認識した上で、
データの流れをいかに管理するのが最善かを検討した。	
帯域幅の重要性もまた強調された。ワーマス長官が指

摘したように、マルチドメインインテグレーションには
弾力性のあるネットワークが不可欠だ。そのため、ネッ
トワークに過度な負荷がかかり、重要な情報が意図した
相手に届かなくなるようなことがあってはならない。イ
ラク戦争やアフガニスタン戦争では、長年にわたって培

カリフォルニア州キャンプ・タレガで実施された「プロジェクト・コン
バージェンス 2022」で、統合視覚補強システムを使用する米兵たち。
ティエム・フイン（THIEM HUYNH）/ 米国陸軍
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プロジェクト・コンバージェンス 2022
の準備のためにネットワークデバイスを
使用する米国陸軍特殊作戦司軍の兵士。		
アレックス・ワーデン（ALEX WERDEN）/ 米国陸軍

われた強固なネットワーク・アーキテクチャを持つ強固な
拠点から連合軍が作戦を展開した。その中で、指揮官らは
高精細なビデオ映像によるオペレーションに慣れていっ
た。プロジェクト・コンバージェンス 22では、計画担当
者らは、ネットワークを保護するためには、静止画像や、
ターゲットを説明するためのテキストを使用する必要が
あることを学び、指揮官らは、分散型の意思決定を 1つ
の解決策として認識した。このコンセプトは、中央の拠点
ではなく、より発生源の近くでデータを分析することで、
帯域幅の需要や処理遅延を低減することを可能にする。	

戦闘空間管理	
無人航空機や遠隔操作機の増加に伴い、戦闘空間の管理
や空域の安全確保がますます困難になっている。この問
題を解決するためには、データとセンサーのより良い活
用が不可欠であると、米国陸軍参謀総長のジェームズ・
マコンビル（James	McConville）大将がプロジェクト・
コンバージェンス 22期間中に述べている。例えば、セ
ンサーからの情報を発信するターゲティングソフトウェ
アは、陸上部隊と航空部隊の間で完全に統合されていな
ければならない。	
プロジェクト・コンバージェンス22では、ロボティクス・

自律システム（RAS）をフィールドテストし、戦力設計に組
み込む方法を探った。指揮官らは、ロボティクス・自律シス
テムが敵軍を識別して接触を開始する際に役立ち、自軍の兵
士がさらされる機会を減らすことができると判断した。ロボ
ットセンサーを部隊の前方に配置することで、敵の位置をよ
り早く明らかにすることができた。ロボティクス・自律シス
テムの普及が進む一方で、ロボットは依然として最も一般的
な存在だ。遠隔操作の機器は、危険にさらされる兵士を減ら
し、観察・作戦の領域を広げることを可能にする。	

完全な統合は実現したのか？	
プロジェクト・コンバージェンス 22の参加者は、今回で
三回目となるプロジェクト・コンバージェンは、演習とい
うより実験であることを強調した。2024年に予定されて
いる次回の実施まで、連携・統合の努力を継続することが
重要だ。英国陸軍の「未来の兵士（Future	Soldier）」プ
ログラムを筆頭に、小規模なインテグレーション構想が
次々と打ち出される中、プロジェクト・コンバージェンス
22は象徴的なものであった。このような取り組みには、
今後も、リソースを確保し、優先していく必要がある。	
政策や規制の違いなど障壁は残るものの、プロジェクト・

コンバージェンス22は国境を越えたマルチドメインインテ
グレーションへの重要な一歩となった。最大の収穫は、問
題解決や実験が自由にできる部隊を共に配備できたことだ。
そうすることで、課題の本質を明らかにし、その解決を、
最終的に戦場でそのコンセプトを使う可能性のある者の手
に委ねることが出来るのである。o

本稿は、英国王立防衛安全保障研究所（RUSI）により、「RUSI ディフェンスシステム」の一環
として、2022 年 12 月に発表されたものです。英国王立防衛安全保障研究所は、英国を拠点
とする防衛・安全保障・国際情勢を中心としたシンクタンク。
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軍における

再生可能
エネルギーの活用
持続可能なエネルギーに転換することで

レジリエンスと能力を高める
インド太平洋地域の軍隊

次世界大戦を終結させた休戦協
定調印から 10日後の 1918 年
11 月 21 日の夜、英国戦時閣僚
のジョージ・カーゾン（George	
Curzon）は、連合国間石油会議

を記念する夕食会を主宰した。カーゾンは、ロンドンに
集まった代表者たちと乾杯し、連合国が巨大なトラック
群により「石油の波に乗って勝利へと浮揚した」と宣言
した。フランス代表のアンリ・ベレンジェール（Henry	
Berenger）は、ドイツは石炭を大量に保有していたため
勝利を予想していたが、連合国は石油で勝った、と述べ
た。それは、鉄道に対する自動車の勝利であったという。

世界的な紛争が石油を渇望する地政学の時代を切り
開いてから 100 年以上が経過した今、インド太平洋地域
の軍隊や防衛機関は、新たな時代の到来を告げる科学技
術の進歩の先端を走っている。地熱を利用した基地やゼ
ロエミッションの電気自動車、藻類や作物、家庭ごみな
どのバイオマスから生産されるジェット燃料など、軍隊
は再生可能エネルギーへの移行を加速させている。この
進化は、平時と戦争時の作戦を強化し、有害な温室効果
ガスを削減することを目的としている。気候の影響を緩
和し、レジリエンスを高めるという民間と軍の義務、化
石燃料の埋蔵量の減少、ウクライナ戦争などの危機によ
る石油とガスの供給不足、部隊の準備と保護を強化する
ためのクリーンテクノロジーの進化など、さまざまな要
因が重なって技術革新を促している。

当時オーストラリア戦略政策研究所（ASPI）の客員
研究員だったオーストラリア空軍のウラス・イルディリ
ム（Ulas	Yildirim）中佐は、2022 年 6月に同シンクタ
ンクに提出した報告書で「世界のエネルギーシステム
は、急速かつ持続的に変化しつつあり、軍にとって避け
られない影響をもたらしている」と述べ、さらに、「液
体燃料の確保を輸入に頼っているオーストラリアは、オ
ーストラリア国防軍をリスクにさらしている。リスクと

は、	オーストラリア国防軍がある作戦地域に到着しても
パフォーマンスが低下するのではないかという問題では
なく、そもそも辿り着くことができるかどうかだ。その
意味では、オーストラリア国防軍の再生可能エネルギー
への移行は、運用能力の低下や弱体化をもたらすゼロサ
ム的な選択ではない。再生可能エネルギーへの迅速な移
行により、我々がすでに経験している、より分断された
危険な世界や地域において、オーストラリア政府が指示
し要求することをオーストラリア国防軍がより効果的に
行うことができるようになる」と指摘している。
運用性能の向上は、2022 年 10 月に発表された米国

空軍の気候行動計画の中核でもある。同軍は「我々の全
体的な目標は、より少ない燃料でより多くの戦闘力を戦
闘員に提供することである」と述べている。

成果を生み出す	
シンガポール軍は、チャンギ空軍基地のタンカー輸送格納庫
で、燃料消費を抑えるだけでなく、基地の他の部分に電力
を供給するのに十分な再生可能エネルギーを作り出している。
この施設ではソーラーパネル、自然換気、芝生の屋根、
環境に配慮した建材などで電気を節約し、雨水は灌漑用水
など非飲料用として回収している。シンガポール軍とシ
ンガポール国防省（MINDEF）のチーフサステナビリテ
ィオフィサーを務めるフレデリック・チュウ（Frederick	

Choo）	准将は、「太陽エネルギーはシン
ガポールにとって最も有望な再生可能エ
ネルギーであり、我々は軍キャンプや基
地の適切な屋根にソーラーパネルの設置
を開始し、約 20MWp（メガワットピーク）
の電力を生み出している」と FORUMに
語っている。
「2025 年までには、残りのすべての
軍キャンプの屋根にソーラーパネルが設
置され、合計で約 50MWpの電力を発
電できるようになる」とチュウ准将は語
った。これは、年間 12,500 世帯以上の
電力を供給できる量だ。さらに、「太陽
光発電の導入を最大化するために、シン
ガポール国防省の土地に設けられた貯水
池に太陽光発電を浮かべる方法を、国の
機関と共同で検討している」という。	
シンガポールは電力の約 96％を天然

ガスで賄っており、インドネシアやマレ
ーシアからパイプラインで、遠くはアフ

リカ、オーストラリア、北米から液化ガスとして輸入して
いる。政府のエネルギー市場監督庁によると、720 平方キ
ロメートルの国土に 560 万人の人口を抱えるこの都市国
家は、太陽光などの再生可能エネルギーの生産量に制約が
あるという。2021 年末、当局は 2035 年までにシンガポ
ールの電力の約 3分の 1を風力発電や水力発電所などの
再生可能な低炭素電源から輸入する計画を発表した。
シンガポール軍とシンガポール国防省の再生可能エ

1916 年、ヴェルダンの戦いの最中、フランスのニクセヴィルで兵員と貨物を運ぶフ
ランス軍の車列。AP 通信

FORUMスタッフ

イラスト：FORUM

第一
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日本の三沢基地にある、米国国防兵站局エネルギー部門の資金援助による太陽光発電プロジェクトは、700 棟近い建物でエネ
ルギー消費を 20％削減し、基地の年間電気負荷を最大 60％削減する見込みだ。三沢基地

ネルギーの取り組みは、「持続可能な開発に関する
シンガポールの国家アジェンダを推進する上で、
今後10年間の具体的な目標を描くために2021年
2月に打ち出された国民全体の取り組み」である
「シンガポールグリーンプラン 2030」と一致して
いる、とチュウ准将は述べている。軍は、2030
年までに事務用車両を電気自動車（EV）に置き換
える計画を進めるなど、こうした取り組みの最前
線に立つことを目指している。また、防衛科学技
術庁や国家環境庁と協力し、生ゴミから生成され
るバイオガスでエネルギーを生産している。また、
シンガポール空軍は、一部の F16 戦闘機でグリー
ン航空燃料を使った試験を開始する予定だ。
シンガポール国防相のウン・エンヘン（Ng	

Eng	Hen）博士は 2020 年 3月、チャンギ格納庫
の除幕式で議会に対し、シンガポール海軍がエネ
ルギー効率の高いハイブリッド推進システムを研
究して耐久性を高めていることを挙げ、「グリーン
テクノロジーを採用することで、運用上のメリッ
トを得ることもできる」と述べた。

パワーピボット	
シンガポールのサステナビリティの躍進は、地域
全体の流れが加速していることを示す証拠だ。「一
部のアジア諸国の軍は、安全保障上の懸念、気候

変動、再生可能な資源という選択肢の出現という
状況の中で、新たなエネルギーパラダイムに向け
た準備を進め、運用上の変化をもたらしている」
と、ディフェンスニュース誌が 2021 年 8月に報
じた。化石燃料の輸入に依存する日本や韓国のよ
うな産業大国にとって、「中国の侵略を抑止し、核
武装した北朝鮮の予測不可能な性質に備え、人道
的災害を克服するという複雑な国家安全保障上の
課題を考えると、エネルギー安全保障の必要性は
軍にとってより切実だ。代替エネルギーがますま
す現実的になるにつれて、これらの国々とその軍
は、こうしたエネルギーへ軸足を移すための努力
を新ためて強化している」という。
その 1か月前、日本の防衛白書は、自然災害へ

の出動頻度の増加や、軍事基地や装備への負担の
増大など、気候の影響を挙げた。この報告書は、
2050 年までに脱炭素社会を実現するという日本
政府の目標を支えるために防衛省がタスクフォー
スを設置した直後に発表されたもので、日本の安
全保障の準備と課題に関する年次報告書で初めて
気候変動に言及したことになる。
2021 年 4月、ジョー・バイデン米大統領が開

催した気候サミットで、当時の岸信夫防衛相は、
同年度中に省内施設の少なくとも 50％が太陽光な
どの再生可能エネルギーによる発電を開始すると

述べた。また、同省は電気とディーゼルのハイブリ
ッドエンジンを搭載した地上走行車のプロトタイプ
を開発し、米国と協力して自衛隊の車両の電気容量
を向上させた。「国防のための活動と環境への配慮は
両立できると私は考えている」と岸防衛相は述べた。
インド陸軍は、一部の平時部隊において、軽自

動車の 25％、バスの 38％、バイクの 48％を電気
自動車に置き換えて、二酸化炭素排出量を縮小	
したいと考えていると、ヒンドスタン・タイムズ紙
が 2022 年 10 月に報じた。同陸軍は、商業施設や
住宅街の駐車場に電気自動車充電所を設置したり、
太陽光発電の充電ポイントの整備を進めている。	
インドは世界第 3位のエネルギー消費国であり、	
電力部門の 70％以上を石炭が占めている。米国国際
貿易局によると、インド政府は「野心的な再生可能
エネルギー目標」を設定している。

戦場でのレジリエンス	
グリーンテクノロジーは、戦術的なメリットもある。
「オーストラリア国防軍では、すでにこの優位性を
緩やかな形で活用している」と、工学博士であるイ
ルディリム中佐はオーストラリア戦略政策研究所の
報告書で述べており、「電動バイクが、装甲偵察能
力の補助として試行されている。音の静かな車両は、
戦場において大きなメリットがある」としている。
同様に、電気自動車やハイブリッド車は、特に

過酷な地形での物流の脆弱性を抑制すると、米国陸
軍のポール・ファーナン（Paul	Farnan）施設・エ
ネルギー・環境担当首席副次官補は言う。ファーナ
ン氏は、2022 年 10 月に行われた陸軍の気候変動
対策実施計画の発表会で、「車両が使用する燃料を
30%、40%、50%削減できれば、今守るべき燃料
輸送部隊の数は現在の半分になる」と述べた。同計
画では、2027 年までに小型の非戦闘車両のゼロエ
ミッション化とハイブリッド駆動の戦術車輪・戦闘
車両の開発を要求している。同氏は「犠牲者のリス
クは半分になる。戦闘から引き離す戦闘力も半分に
なる」と述べている。
これらの車両は、エンジンをかけずに通信やレ

ーダーなどの電気系統を動かすこともできる。「音
響信号と熱信号が減少することで、兵器が狙い撃ち
できる 2つの要素が減る」とファーナン氏は、米国
に拠点を置くシンクタンク、戦略国際問題研究所で
開催されたイベントで述べている。「つまり、これ
らの車両が必要とする燃料の量を減らし、戦場に移
動するための燃料の量を減らすだけでなく、兵士を
これまで以上に保護することができる」としている。
オーストラリア、英国、米国の空軍も、バイオ

マスやその他の持続可能な資源から航空燃料を生成
するためのポータブル機器を開発している、とオー
ストラリア空軍の合同燃料・潤滑油局のチーフエン
ジニアだった 2012 年に、オーストラリア軍初のバ

2022 年 4月、日本上空で航空自衛隊の F-2A 戦闘機に給油する
オーストラリア空軍（RAAF）の KC-30A 空中給油・輸送機。オ
ーストラリア空軍は、バイオマスやその他の持続可能な資源か
ら航空燃料を製造するためのポータブルキットを開発している。	
オーストラリア国防省

「車両が使用する燃料を
30%、40%、50%
削減できれば、

今守るべき燃料輸送部隊の
数は現在の半分になる。

犠牲者のリスクは半分になる。
戦闘から引き離す戦闘力も

半分になる」

ー	ポール・ファーナン
米国陸軍

施設・エネルギー・環境担当首席副次官補

「
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エンジン音や熱を発することなく、乗員がセンサ
ーやその他のシステムを操作できる。「これによ
り、車両の殺傷性と生存性が向上し、その運用範
囲が大幅に拡大される」とナショナル・インタレ
スト誌は報じている。同様に、M2ブラッドレー
（M2	Bradley）歩兵戦闘車両の後継となる陸軍の
「任意有人戦闘車両プログラム」では、5つの業
界参加者すべてがハイブリッド電気設計を提案し
ている。	

•	米国空軍は、持続可能な航空燃料の使用を拡大し、
小型機動機や回転翼機の電化を模索するほか、
NASA、防衛企業、その他のパートナーと協力して、
抵抗が少なく燃料効率の高い混合翼機の開発に取
り組んでいる。空軍の推進本部長であるジョン・
スネデン（John	Sneden）氏は、「航空燃料は空軍
のエネルギー消費の約 80％を占めており、米国が
中国などに対する技術的優位性を保つためには、
このような進歩が不可欠だ」と指摘する。2022 年
9月にメリーランド州で開催された航空宇宙軍協
会の「航空・宇宙・サイバー会議」で、スネデン氏
は「優位に立つときはいつでも、前後左右上下を
確認することが重要だ」と語り、「敵はどれくらいの
速さで後ろから迫ってくるのか？何が起こってい
るのか？いつまでも優位性を頼りにし続けるわけ
にはいかない。常に革新し、常に前進しなければ
ならない」と述べた。	

•	米国海兵隊と米国海軍は、約 70年前の世界初の原
子力潜水艦と艦船の就役から、1980 年代半ばの地
熱発電の基地内生産、さらに過去 10年間のバイ

オ燃料を一部動力源とする航空機と艦船の「グレ
ートグリーンフリート」展開まで、持続可能エネ
ルギーの進歩を基盤として技術を構築してきた。
2022 年、ジョージア州のオールバニー海兵隊兵站
基地は、国防総省の施設として初めてバイオマス
蒸気タービンや埋立地ガス発電機などの再生可能
資源による発電量が、電力会社からの年間消費量
を上回るという、ネットゼロエネルギーを達成した。	

こうした取り組みは、民間の分野にも利益をもたら
すものだ。「米国軍は、地球上で有数の技術革新の担い
手だ。エネルギー分野でもそれは変わらないだろう」
とグラント氏はナショナル・インタレスト誌で指摘し
ている。「再生可能エネルギーの増加によるエネルギー
安全保障の向上に加え、先進的なエネルギー技術が多
くの川下で応用されることで、国民は利益を得ること
ができる」としている。
インド太平洋地域の軍隊と防衛組織にとって、再生

可能エネルギーの獲得という変革の波の中にあっても、
中核的な任務は不変だ。「誤解のないように言っておく
が、空軍の使命は、いつでも、どこでも、飛び、戦い、
勝つことに変わりはない」と、フランク・ケンドール
（Frank	Kendall）空軍長官は、空軍の気候計画を発表
する声明の中で述べている。「我々は近代化と、一番の
課題である中国に対する運用態勢の改善に重点を置い
ている。国家が必要とするときに、どこででも対応し、
空と空間の優勢を達成する準備を整えている。
我々の使命は変わらないが、世界が気候変動の進行

と加速に直面していること、そしてこの絶えず変化す
る世界で対応し、戦い、勝利するための準備が必要で
あることを認識している」と語った。o

イオマス燃料によるフライトを許可したイルディリム中
佐は指摘する。このようなキットは、「しばしば困難な
場所にある複雑な流通システムに依存する代わりに、使
用する地点で生産することを可能にする」という。

未来型への軍へ	
国際エネルギー機関（IEA）によると、世界のクリーン
エネルギーへの年間投資額は、2030 年までに約 279 兆
2,320 億円（2兆米ドル）を超え、2022 年比で 50％以
上急増する見込みだ。2022 年 2月のロシアのウクライ
ナへの武力侵攻とそれに続く戦争は、「最初の世界的エ
ネルギー危機	-	前例のない広さと複雑さの衝撃」を引き
起こし、石油や石炭から風力や太陽光などの自然エネル
ギーへの移行を早める可能性が高いと、国際エネルギー
機関は 2022 年末に報告している。

主要なエネルギー消費者である各国の軍隊は、この
変革によって変容し、またその形成に貢献することがで
きるだろう。例えばオーストラリア軍は、2016 年から
2017 年にかけて、他のどの物資よりも多い約 418 億円
（約 3億米ドル）を燃料に費やしていたと、イルディリ
ム中佐は指摘している。オーストラリア国防軍が使用す
る燃料の多くは、「世界的に調達された原油が、東アジ
アや東南アジアの少数の製油所を経由してくる」もので
ある、と同氏は記しており、「しかし、こうした重要な
物資の供給体制は、より不安定なものになるだろう」と
している。
特に、原油や精製油の純輸入国であり、エネルギー消費

の約3分の1を石油に依存しているオーストラリアのような
国にとっては、危機や紛争によって燃料供給が制限され
ることは、安全保障上の重大な懸念だ。このような事態
を緩和するために、イルディリム中佐は、オーストラリア
国防軍の非戦闘車両を電気自動車に移行すること、	

軍事施設の整備に太陽光などの自然エネルギーを採用す
ること、訓練や演習にシミュレーション技術の活用を広
げてエネルギー消費を削減することなどを提言している。
また、重複を避け相互運用性を高めるためにも、航空

会社や船会社などの民間企業、民間の研究機関、提携する
軍隊の専門知識を活用することを呼びかけている。さらに、
「オーストラリア国防軍を将来にわたって維持するために
は、オーストラリア国防軍のみならず、より広範なニーズ
に対応する代替燃料セクターを成長させる必要がある」と
し、「これは、パートナーシップによってのみ達成される。
なぜなら、特定の事業者や企業がエネルギー分野を独占す
ることはできないからである」と述べている。

ミッションの確実性	
このような官民連携がインド太平洋地域に根付いていく

中で、再生可能エネルギーに対する社会
全体のアプローチは、政府最大のエネル
ギー使用者であり、世界有数の電力購入
者である米国防総省に既に成果をもたら
している。米国に拠点を置くインターナシ
ョナル・タックス・アンド・インベスト	
メント・センターのエネルギー・成長・
安全保障プログラムのマネージャー
であるジェームス・グラント（James	
Grant）氏によると、米国軍は 2011 年
から 15年にかけて再生可能エネルギー
の生産量をほぼ倍増し、国内全体の生産量
を大きく上回っているという。グラント氏
は 2021 年 4月にザ・ナショナル・	
インタレスト誌に寄稿し、「再生可能エ
ネルギーが、俊敏で安全な戦闘力と、市
場ショックやインフラの老朽化のリスク
にさらされる低迷した戦闘力との違いと
なりうる新時代において、米国が現状に
甘んじている余地はほとんどない」と、

再生技術に対する中国の目標強化に言及し、「冷戦時代、
米国軍が敵国を抑止するために核三原則を重視したよう
に、21世紀はエネルギーに依存しない戦闘力としての
優位性を高めることが目標だ」と指摘している。
米国軍はこの目標を多方面から推し進めており、

2021 年 12 月にバイデン大統領が連邦政府機関に対し
て、2030 年までに炭素汚染のない電力を 100％達成し、
そのうち少なくとも半分は地元で供給されるクリーンエ
ネルギーでなければならない、などの大統領命令を出し
たことも追い風となっている。国防総省とその各部門は、
この指示に従い、包括的な気候緩和・回復計画を実施し
た。計画には以下のイニシアチブが含まれる：
•	米国陸軍は、製造元のゼネラル・ダイナミクス・	
ランド・システムズ社と共同で、2022 年末に次世代
エイブラムス戦闘戦車のプロトタイプを発表した。
エイブラムスX（AbramsX）はハイブリッド電気
推進を採用しており、燃料消費を抑え、明らかな

米国空軍研究所、NASA、ボーイング社は、超高効率の混合翼機のプロトタイプ「X-48B」を開発した。NASA（米国航空宇宙局）

メリーランド州にある米国陸軍戦闘能力開発司令部の研究所で、リチウム電池システ
ムを自律走行型地上車両に装着するエンジニア。ティジェ・エリス（T’ JAE ELLIS）/ 米国陸軍



47IPD FORUMFORUM

つて劣った技術と見なされていた空
中・海上ドローン、安全な携帯電話、
GPS機器などの商用オフザシェル
フ（COTS）デバイスは、ロシアの
攻撃に対抗するウクライナを助け、
インド太平洋地域を含む世界中の軍
隊の関心を集めている。

ウクライナがロシアの侵略に対して使用した機器
の中には、安価で公的に入手でき、すぐに手に入るも
のが一部あった。例えば、空撮用ドローンは、ウクラ
イナが敵の戦車や軍隊の進軍を発見するために使い始
める以前から、ホビーショップやオンラインショップ
で販売されていた。COTS 製品の中には、製造または
加工された部品と組み合わされて、武器やその他の戦
争に必要な道具として製造されるものもある。
ロシアは、ウクライナがCOTS デバイスを使用し

ていることに注目している。現在は両国ともに、情報
収集、監視、偵察のため、また重要な目標に兵器を投
下するために、遠隔操作の小型ドローンを配備してい
る。一方、商業GPS 機器は、戦争犯罪の可能性があ
る現場で相手軍の存在を確認するなど、敵軍の発見・
追跡が可能だ。サイバー機器は、敵の機器を監視し、
無効化することもできる。
商業技術もまた、従来の軍用装備の効率を向上	

させている。例えば、敵の位置を把握した情報は、
ミサイルの攻撃目標に利用することができる。「ウク
ライナ戦争は、COTS ソリューションに適している」
と、米国海兵隊の退役大佐で、戦略国際問題研究所
の上級顧問のマーク・カンシアン氏は、FORUMに
語る。「前線が比較的安定している。そのため、これ
らをセットアップし、その使い方を学ぶ時間がある」
と言う。
民間のCOTSデバイスのユーザー、例えば空撮ドロ

ーンのオペレーターと、情報を活用できる軍の部隊を結
びつけることが重要だ。「クアッドコプターを飛ばして
戦車の群れを眺めるのは、とても気分が良いかもしれな
いが、軍事的には何の意味もない」とカンシア氏は言う。
COTS 機器の使用は、特にドローンに関しては目

新しいものではない。オランダを拠点とする国際的な

研究者、調査員、ジャーナリストで構成される「べリ
ングキャット（Bellingcat）」が 2022 年 1月に発表し
たレポートによると、イスラム国グループは 2016 年
に無人航空機（UAV）を使用して、テロ攻撃の一環と
して弾薬を投下するようになったという。この戦術は、
他の場所でも展開されている。2021 年 6月、テロリ
ストがパキスタン国境近くのインド空軍基地内の建物
に無人機から小型爆発物 2個を投下した。怪我や被害
は最小限にとどまったが、この事件は、簡単に手に入
る市販品の持つ非対称な影響力を見せつけた。また、
世界中の軍隊がCOTS アプリケーションに対抗するた
めの対策を練る必要性を認識するようになった。

米国は数十年前に、一般に使用されている民間機
器の軍事的可能性を認識していた。1994 年、当時の
ウィリアム・ペリー（William	Perry）国防長官は、
調達の遅れやコストに対処するため、「可能な限り、
いつでも」COTS 製品を導入するよう呼びかけた。以
来、世界中の防衛関連企業が、COTS デバイスの特性
を生かして、軍用ドローンをはじめとする多数の製品
に採用している。ウクライナ戦争は、これらの技術が
従来の軍用機器とともに戦場でどのように機能するの
かについての洞察を与えてくれる。例えばインド太平
洋では、同盟国や提携国は、中国共産党が自治権を持
つ台湾を武力で奪取しようとするのを抑止するため
に、同様のものを求めている。
COTS デバイスは高度な軍事技術を効果的にサポ

ートできると、作家で防衛政策専門家のピーター・シ
ンガー（Peter	Singer）氏は 2022 年 9月、ニュース
サイト「ヴォックス（Vox）」に語っている。

COTS の活用と可能性 
ミャンマー（別名ビルマ）では、2021 年 2月のクー
デターで政権を奪取した軍事政権に対抗するため、抵
抗組織がCOTS ドローンを活用している。「我々は遠

か

商用オフザシェルフ
製品が軍事作戦 

を強化
FORUM スタッフ

2022 年 12 月、ドネツク地方のロシア軍拠点に対する作戦でドロ
ーンを飛ばすウクライナの兵士		AP 通信

2023 年 1月中旬、韓国・坡州で米国との訓練中にドローンを操縦す
る韓国兵		AP 通信

軍事活動で活躍する
COTSデバイス
軍事活動で活躍する
COTSデバイス
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を満たすために政府独自の改造がほとんど必要ないもの」
と定義し、「迅速に入手でき、コストが低く、リスクが
低いため、商用オフザシェルフ製品は、政府資金	
による社内開発の代替品として考慮さ	れる必要がある」
としている。
公共政策・民間企業センターは 2008 年 9月に発表

した論文で、「技術は急速に変化しており、軍隊はもは
や戦争兵器の進歩を独占できないことを理解しなけれ
ばならない」と述べているが、この主張は数年経った
現在でも有効だ。さらに、「多くの場合、COTSソリュー
ションを導入すると、システムの開発チーム（政府	
および請負業者）の作業の内容や方法を根本的に変え
ることになり、その結果、当然のことながら、COTS
の受け入れと使用に対する抵抗が生じる」とメリーラ
ンド大学の研究者らは記している。

多くのCOTS デバイスが持つ使い捨ての性質は、
様々な戦況下で動作する頑丈で実績ある機器を求める
従来の軍の嗜好とは一致しない、とカンシアン氏は言
う。「大量に購入でき、1、2回使ったらもうなくなる
使い捨て」の機器は、「資金力のないグループにとって
は非常に魅力的な存在だ」という。
市販の機器を戦場に適応させることで、軍隊は何年

もかかる煩雑な調達手続きを省き、迅速に脅威に対処す
ることができる。一方、COTS に懐疑的な人たちは、軍
事利用を目的とした製品では、その厳しい審査によって、
適用される要件と期待される性能が満たされることが保
証されると言う。さらに、軍事仕様で製造されたデバイ
スは、最初の配備以降も動作可能である可能性が高くな
る。また、市販のソフトウェアを軍事用に転用した場合、
セキュリティ上のリスクが発生することも懸念される。
そうした制約はあるものの、無人機や安全な携帯電

話などのCOTS デバイスを使えば、わずかな改造で軍
事目的に対応することが可能だ。その他にも、衛星画
像やサイバーデバイスなどの技術で、軍備を強化する
ことができる。

ウクライナでは、かつて結婚式を撮影したり、農作
物に肥料を与えたり、スポーツで競い合ったりしてい
たドローン愛好家たちが、今では命がけでロシア侵略
者の撃退に協力していると、AP通信が 2022 年 2月末
の戦闘開始数週間後に報じている。今や、民間人が敵
の輸送隊を追跡し、ウクライナ軍に情報を伝えている
のだ。
COTS の潜在的な利点は、戦略的かつ心理的なもの

であり、無人機が頭上を通過する音だけで、敵軍を警戒
させることができるとモニック氏はFORUMに語った。

COTS デバイスの種類
COTS 製品は、人道支援、救助活動、違法・無報告・
無規制漁業などの不法行為の監視にも使用できる。無
人機のほか、一般的に使用されるCOTS デバイスには
以下のようなものがある：

•	海軍無人機、多目的無人水上艦とも呼ばれる：	
ウクライナは、港湾、都市、商業航路を防衛するた
めに、無人艇を投入している。装甲カヤックのよ
うな全長 5.5mの船は監視用に使用され、爆発物を
搭載することもできる。シードゥ（Sea-Doo）エン
ジンをはじめ、船の部品の多くは商業的に生産さ
れているものだ。ウクライナは、無人艇の船団を
構築するためにクラウドファンディングを行った。	
1隻あたりのコストは約3,500万円（約25万米ドル）
で、対艦ミサイルに比較すれば微々たるものだ、
2022 年 12 月にエコノミスト紙が報じている。
•	サイバー機器：商業用に販売されているコンピュータ
やシミュレータなどの情報技術で、訓練の強化や
敵の通信機器の監視・無効化などが可能だ。
•	GPS 技術・レーダー：これらの技術により、軍隊
は敵の位置、動き、能力を監視することができる。

今後の展開
COTS デバイスは、従来の軍用ハードウェアを完全に
置き換えることにはならないが、複数の戦場で補助的
な装備として有用であることが証明されている。ウク
ライナやミャンマーなどにおいてその有効性が証明さ
れつつあることから、軍はその使用に関心を寄せている。
こうした機器は特に非対称戦争に適しており、装備

の劣る部隊が従来の戦いの概念をCOTS 機器で補い、
より大規模な部隊の弱点を突くことができる。
「COTS コンポーネント使用で明らかになった最大
のメリットは、全体的なコストの低下、可用性の向上、
納期の短縮だ」と、「ミリタリー・エンベデッド・シス
テム」誌は 2022 年 4月に報告している。「非軍事グレ
ードの技術は、ベンダーの選択肢が増え、より安価に
なることは間違いない。しかし、COTS コンポーネン
トに付きものの低コストが低品質と同義であるという
前提は、商用グレードのコンポーネントやシステムの
信頼性が大幅に向上している現在、単純に真実とは言
えなくなっている」o

ヘリコプターが届かない場所で負傷兵を避難させるために設計さ
れた、インドのラデ・エムフィール（Radhe	mPhir）社製ドロー
ン救急車。AFP/GETTY IMAGES

くまでは届かない単純な F11 ドローンから使い始め
た」と、抵抗勢力の戦闘員が 2022 年 2 月にザ・ディ
プロマット誌に語っている。「しかし、玩具店にある
アマチュア用のいろいろなモデルを使って改造や練習
を行うことで、どんどん扱いに慣れていった」という。

一方、軍事政府は、軍用無人機を監視に使い、デ
モを解散させたり、レーザー誘導ミサイルで反対派を
攻撃したりしている、とザ・ディプロマット誌は報じ
ている。

2022 年 12 月に「ブレイキング・ディフェンス」
誌が報じたところによると、ニュージーランド国防軍
は COTS の技術や機器を使って通信システムを強化 
している。「COTS ソリューションの購入は、ニュージー
ランドが高価なシステム開発でリードするのではなく、
迅速なフォロワーとして活動することを意味する」 
と同誌は報じた。

また、日本がカメラを搭載した COTS ドローンを、
軍支給の防護マスクや衣服とともにウクライナに送っ
たと、共同通信が 2022 年 4 月に報じている。日本の
防衛省はこのドローンを軍用機器として分類していな
い、と同通信は報じた。

オーストラリア陸軍のサイモン・スチュアート
（Simon Stuart）中将は、2022 年 8 月にアデレードで
開催された「陸軍参謀長シンポジウム」の開会の辞で、

イノベーションをアピールし、陸軍はオーストラリアで
最大の無人航空機システムのユーザーであり、400 機以
上のCOTSマルチローター機を保有していると述べた。
インドネシア、フィリピン、シンガポール、韓国、タイ、
ベトナムの軍隊も COTS 製品・技術を使用している。

ただし、COTS デバイスは、すべての軍事作戦に
有効というわけではない。例えば、市販の無人機で、
インド太平洋地域の広大な外洋をカバーできる航続距
離を持つものはほとんどない。戦略国際問題研究所の
カンシアン氏は、「こうしたデバイスは、比較的短距
離のシナリオでより役に立つだろう」と述べている。
今後台湾が侵略を抑止するために COTS ドローンを利
用したり、フィリピンが南シナ海の島々を守るために
商用生産された機器を配備する可能性が考えられる。

COTS の利点 
オーストラリア・メルボルンに拠点を置くサイバー
セキュリティ企業ドローンセック（DroneSec）の
CEO、マイク・モニック（Mike Monnik）氏は COTS
を「店に行って購入できるもの」と定義する。ドロー
ンセックは、友好的な無人機を保護し、悪意のある無
人機から防衛するために設計されたグローバルマップ
や その他のソフトウェアのためのネットワークを有
している。モニク氏は、多くの軍事・警備用ドローン
に使われている技術は、レクリエーションや商業目的
のために考案されたものだと話している。

メリーランド大学の公共政策・民間企業センター
（CPPPE）は、COTS デバイスを「商業的に製造され、
一般消費者に販売、リース、ライセンス提供されるソ
フトウェアまたはハードウェアで、調達機関のニーズ

ウクライナ軍が偵察に使用する商用ドローンのテスト飛行が 2022 年
8月にキーウで行われた	
GETTY IMAGES
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中中国共産党は世界の他の国々に対して手加減の無い情報戦争を仕掛けている。これは世界支配をかけた戦争であ
り、中国共産党は戦わずして、少なくとも大規模な戦闘
を行うことなく勝利することを望んでいる。
中国共産党の戦略の鍵は、標的となる国々が反撃で

きないようにすること、あるいは反撃しないようにする
ことである。
この目的のために、中国共産党は、党の権力を守り、

地政学的、覇権的野心を達成するために、ナラティブ、
認識、政策を形成するために、世界的に政治戦争を展開
している。インド太平洋のすべての国、そしてヨーロッ
パ、アフリカ、アメリカ大陸のすべての国に対して政治
戦争を仕掛け、表立って、あるいは隠密に、しかも発見
しにくい非常に巧妙な方法で、この戦争を戦っている。
中国共産党はその目標を達成するために、他国の主

権と政治的全体性を蝕み、中国の初期の専制君主や 20
世紀の最も抑圧的な独裁者が思い描いた思想と行動の統
制という願望を実現しようとしている。中国共産党の「ゼ
ロコロナ」政策や、香港の民主化運動に対する中国全土
の平和的抗議活動への残忍な弾圧、国際海域や空域の支
配権を主張する中国共産党の海上民兵やその他の武装勢
力による様々な国家や領土との戦闘的対立に見られるよ
うに、暴力や脅迫がこの政治戦争の鍵となっている。
2022年 10月の中国共産党第20回全国代表大会で、

習近平総書記は権力を完全に固めた。習主席は閉会演説
で、中国共産党が自身の独裁的な任期下で、国家を再興
する拡張主義の「中国の夢」を達成するべく、このすで
に激しい戦争をさらに加速させる意図であることを明確
にしている。

中国共産党がもたらす危険は先例のないものだ。標
的となっている国々、特に米国とその同盟国および提携
国は、中国共産党の政治戦争を探知、抑止、対抗、撃退
するために、その性質と範囲を理解する必要がある。こ
れを達成できなければ、主権、資源、自由を失い、壊滅
的な結果を招くことになる。

内部弾圧としての政治戦 
残酷な内部弾圧は、宗教迫害や大量虐殺を含む中国共産
党の政治戦の一形態である。中国北西部の新疆ウイグル
自治区では、中国共産党は、300 万人ものイスラム系少
数民族ウイグル人をいわゆる再教育キャンプに投獄する
などして、ウイグル文化を崩壊させようとしている。
中国共産党はまた、社会の中国化を目指して、数万

人の宗教家を投獄している。多くは拷問を受け、虐待や
臓器摘出などの残酷な行為で亡くなっている。また、投
獄されていない何百万人もの人々が、信仰の罰として、
電気ショックや自宅での殴打による拷問、資産の喪失、
強制教化などの容赦ない迫害に今も直面している。「信
教の自由の将来に対する最も重大な脅威は、中国共産
党がイスラム教徒、仏教徒、キリスト教徒、法輪功学
習者を問わず、あらゆる信仰を持つ人々に対して行って
いる戦争である」とアントニー・ブリンケン（Antony	
Blinken）米国国務長官は、2021 年 10 月にインドネシ
アで行った講演で述べた。
2019 年に中国の秘密文書「中国電報」、2020 年に「新

疆警察ファイル」が公開され、レイプ、強制不妊・中絶、
肉体的・精神的拷問、処刑など、ウイグル人に対する残
虐行為が実証された。収容所の内部事情を記した流出文

政治的
中国共産党の

争い
同盟国、提携国、志を同じくする国々を国々を巡る
巡る存亡を賭けた戦い ケリー・K・ガーシャネック教授
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中国共産党はまた、他国に、相手国からの承認がな
いにもかかわらず、100 以上のいわゆる警察署を設立し
ている。中国公安省の指示のもと、中国共産党の関係者
が監視、嫌がらせを行い、場合によっては中国の反体制
派や亡命者を強制的に送還している。このような行動に
は、中国の治安工作員が外国に潜入し、汚職の容疑で中
国当局者を逮捕する、「フォックスハント（狐狩り）作
戦」や「スカイネット作戦」が含まれていた。しかし、
こうした作戦は実際には、腐敗撲滅というよりも、中国
共産党がライバルや反体制派を取り締まるためのものだ
った。特に、カナダ在住のフォックスハント対象者の中
には、中国共産党の最高意思決定機関である政治局と密
接な関係を持ち、中国共産党が隠したい秘密を知ってい
る者もいた。

中国共産党は、警察署は党のプロパガンダも流すも
のの、運転免許証の更新など、中国国民を支援する行政
センターだと主張している。さらに、中国共産党は、主
権国家での同党による域外警察活動に対する懸念を一蹴
し、中国報道官は「米国側は、この問題の根拠のない誇
張を止めるべきだ」と要求した。

世界覇権をかけた政治戦争 
中国共産党は世界政治戦争を展開し、さまざまな武器を
使って、誘惑、服従、潜入、強制を行なっている。中国
共産党は、その狡猾な本性を無害な名前で隠している。
例えば、中国共産党は、「一帯一路構想」の名称を「One	
Belt,	One	Road（OBOR）」インフラ構想から「Belt	and	
Road	Initiative」と改名した。「一帯一路」のスピンオフ
には、魅力的に聞こえるが強制的な政策を推進する「デ
ジタルシルクロード」や「氷上シルクロード」がある。
中国共産党の政治的武器には、このほかにも、太平

洋島嶼国、アフリカ、インド太平洋地域の政府高官への

贈賄、オーストラリア、カナダ、ニュージーランドの批
判者の口封じ、モルディブ、韓国、台湾の選挙への介入
などがある。
中国共産党は、官僚を腐敗させ、民衆を社会的に分

裂させることで、多くの太平洋島嶼国の士気を下げ、不
安定化させようと試みてきた。パラオとサモアは、南太
平洋におけるこうした中国共産党による新植民地主義の
進撃を退けている。中国共産党は中央統一戦線工作部
（UFWD）と情報工作員を通じて、これらの国、および
他の多くの国に対して、選挙で選ばれた議員をターゲッ
トに、民主と国家主権を弱めることを目的に賄賂やその
他の金銭的誘導を行なっている。中には、中国共産党が
自国の漁業やその他の天然資源を搾取したり、中国人民
解放軍が港湾や航空施設にアクセスしたりすることに道

を開く安全保障条約やその他の協定
に署名した国もある。
カナダの安全情報局によると、カ

ナダで見られる中国共産党の政治戦
争には、党所属の候補者への仲介者を
通じた支払い、国の政策に影響を与え
る立場にある工作員の配置の可能性、
カナダの元政府高官の取り込みや腐
敗、中国共産党の脅威とみなされるカ
ナダの政治家を懲らしめる攻撃的な
キャンペーンの実施などが含まれて
いる。そして、オーストラリア、イン
ド、ニュージーランド、フィリピン、
韓国、そして一帯一路構想の参加国で
も同様の戦術をとっている。
日本では、カナダや他の多くの

国と同様に、中央統一戦線工作部が
ほとんどのエリート捕獲作戦を担っ
ている。中央統一戦線工作部は、中
国平和統一促進委員会日本支部など

の組織を運営し、勢力工作を展開している。そのひとつ、
中国国際友好連絡会（CAIFC）は、他国と同様に日本の
自衛隊関係者をターゲットにしている。しかし、中国国
際友好連絡会は日本では、仏教団体、建築家、書道協会、
さらには「囲碁」の日本人選手など、社会のさまざまな
セクターと関わりを持っている。さらに、中央統一戦線
工作部は日本のエリートや選挙に影響を与えることを目
的に、少なくとも 15の孔子学院（中国の「文化センター」
とされる）や友好協会を日本国内で運営している。幸い
にして、日本は自国の安全保障と主権をよりよく防衛す
るための措置を講じつつある。
米国連邦捜査局のクリストファー・レイ（Christopher	

Wray）長官によると、米国における中国共産党の政治
戦争には、他にも脅迫、暴力脅迫、ストーカー行為、中
国系住民の拉致などがあるという。イギリスでは、中国
大使館の職員が公道で平和的な抗議者を殴る映像が流さ
れたほか、台湾では、中国共産党系の暴力団が親中国派
の法案に抗議する学生を公然と殴りつけた。中国共産党

書は、習主席や他の中国共産党幹部が大量殺戮政策の策
定において果たした役割をも浮き彫りにした。
しかし、いずれも目新しいものではない。中国共産

党は 1世紀にわたって中国国民を残酷に弾圧してきた。
1949 年の中国共産党による中国征服から始まり、大飢
饉（1958 ～ 62 年）、文化大革命（1966 ～ 76 年）、そ
して 1989 年の天安門事件（学生が自由を求めた後に中
国人民解放軍が市民を虐殺）などの残虐行為など、大規
模な恐怖支配を行ってきた。歴史学者らは、中国共産党
の行為によって死亡した中国人は 1億人に上ると推定し
ている。
中国共産党は、100 年以上前からチベットでも同化

政策をとってきた。習主席の下、中国共産党は、チベッ
ト人を徐々に漢民族化し、チベットの文化や歴史を弱体
化させることを目的とした法律、規則、規定を実施し、
その作戦を強化している。中国共産党は最近、内モンゴ
ル自治区でモンゴルの伝統的な教育、文化、言語を縮小
させる動きを見せているが、これも中国共産党が強制的
に同化させようとする試みの一例である。	
しかし、中国国内では、中国共産党の恐怖の歴史を

知ることはほぼ不可能だ。史実に言及する文献や参考文
献は厳しく検閲され、この話題について議論することさ
えも投獄されるリスクがある。
一方、中国国外では、大量虐殺と迫害の非難は「今

世紀最大の嘘」であり、欧米の「中国に対する根深いエ
ゴイズムと偏見」の反映であるといった中国共産党の世
界宣伝工作が行われている。
中国共産党のインターネット検閲、巨大なプロパガ

ンダ機構、執拗な教化により、中国国民は憎悪と外国人
嫌いを植え付ける愛国教育プログラムを受け入れる陰湿
な環境に置かれている。そのひとつの結果として、中国
共産党は超国家的な学生を思想的武器として大量に海外
の大学に送り込むことを行っている。その多くが中国共
産党のシナリオを宣伝し、中国への批判を封じ込めよう
としている。

法制度を武器にした戦い
法制度を悪用した戦い、つまりローフェア（Lawfare）
も、中国共産党の重要な武器である。2015 年、中国共
産党は、中国の法令を額面通りに捉え、法制度を利用し
て名目上保障されている権利を守ろうとした弁護士、法
律助手、人権擁護者を逮捕・投獄した。その中には、「喧
嘩を吹っ掛けた」などという曖昧な罪状も含まれていた。
多くの人が投獄されたままだ。
2020 年から、中国共産党は新たな国家安全法を用い

て、香港の自由と党に対する潜在的な反対勢力を弾圧し、
ジャーナリスト、元議員、民主化運動家などが逮捕・投
獄された。中国共産党はまた、ローフェアを使って香港
の選挙制度を弱体化させようとした。中国共産党は、中
国国内はもとより、世界各地に「合法的な弾圧」を喧伝
し、その結果、中国国内、在外中国人、台湾の人々など
に強力な心理的影響を与えた。

2022 年 10 月、中国共産党が厳しく管理する第 20回全国代表大会の期間中、メディアセ
ンターで働く中国人記者たち。AP 通信

2022 年 11 月、北京で行われたデモで、政府の検閲を象徴する
白紙を手にするデモ参加者たち。AP 通信
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中国共産党は、自国の主張の多くを無効とした
2016 年の国際法廷判決を根本から否定している。ま
た、パラセル諸島の三沙を中国の県に指定するなど、
法律を歪曲して中国の行政権を南シナ海に拡大させ
ている。
ローフェアは、ほとんどの場合、メディア戦争と

セットで実行される。例えば、東シナ海の日本領尖
閣諸島のように、中国は自国の領有権主張の法的根
拠を確立するために、いわゆる歴史文書を探し出し、
あるいは捏造することがある。その後、中国共産党
は国営メディアを通じて、この文書を自分たちの主
張の証拠と称して、公に宣伝する。

中国共産党の「チャイナドリーム」に 
立ち向かう 
中国共産党は拡張主義、全体主義の目標を達成する
ために、世界的に積極的な政治戦争を繰り広げてい
る。これに伴い、同盟国や提携国は、脅威を探知し、
抑止し、対抗し、撃退するための共通の能力を構築
しなければならない。インド太平洋地域では、中国
共産党による政治戦争に対抗するための知的基盤を
提供するセンター・オブ・エクセレンスを設立する
ことが重要な一歩となるだろう。こうした拠点は、

志を同じくする国々が脅威に対する理解を深め、効
果的な対応策を考案するのに役立つだろう。
この能力を高めるために、各国がそれぞれ行える

主なステップは以下の通りである：

•	中国共産党の政治戦争を評価し、それに対抗す
るための政策や作戦の立案をはじめとする国家
戦略を迅速に策定する。
•	政府関係者、ビジネスリーダー、法執行者、学者、
ジャーナリストを対象とした政治戦争に関する
教育プログラムを確立する。
•	中国共産党の政治戦争活動を調査、分断、訴追
するための法曹界、法執行機関、防諜当局の能
力を強化する。適切かつ効果的なミッションス
テートメント、要件、リソース、トレーニング、
評価を確保するために、法律や方針を見直す。
•	中国共産党の政治戦争工作を定期的に公開する。
これらの脅威について、指導者や	国民に対する
実践的な提言を含む年次公開報告書の作成を義
務付ける。
•	中国共産党が政治戦争によって負うコストを引
き上げる。多くの国が中国共産党のスパイ行為
にますます焦点を当てる中、党の政治戦争の工
作員はほとんど影響を受けていない。中国共産
党の干渉や脅迫に対抗するためにも、例えば、
報道機関を脅迫した中国外交官は、外交官とし
ての地位を剥奪され、受入国から追放されるべ
きだ。o

は政治戦争を進めるために、代理戦争を支援している。
例えば、インド政府は、中国共産党が国境紛争地域でテ
ロリストの分離主義者を支援していると非難している。
中国共産党がミャンマー政府を強圧するために地方軍閥
の軍隊を支援・訓練していることもよく知られている。

複数の圧力を活用 
インドネシアは中国共産党のメディア戦のターゲットの
一つであり、その経験はフィリピンやタイなど他の国の
経験と一致している。中国共産党は、コンテンツの共有、
メディアとの提携、ジャーナリストの養成などを通じて、
インドネシアにおけるメディアの影響力を飛躍的に拡大
させた。さらに、新華社通信や中国国際電視総公司の若
者向けチャンネル「Hi	Indo ！」など中国共産党の国営
メディアは近年、支社を設立し、インドネシア人記者や
スタッフを採用している。こうした活動から中国共産党

が手にするのは、プロパガンダの拡大および批評家やコ
ンテンツを検閲する能力だ。あるケースでは、中国のハ
イテク企業バイトダンスが、インドネシアで人気のニュ
ースアグリゲーターアプリ「Baca	Berita」を操作し、
中国共産党政権に批判的な記事と南シナ海をめぐるイン
ドネシアと中国の緊張に関するすべての言及を検閲した。
いわゆる戦狼外交もまた、中国共産党が行う強圧的な

政治戦の戦略である。中国共産党の外交官が言葉や時に

物理的な攻撃を行うなど、執拗なまでに好戦的だ。例え
ば 2022 年 10 月、イギリス・マンチェスターの領事館
の外で、中国の外交官が抗議者の体をつかんで殴ったと
いうニュースが流れた。2018 年、パプアニューギニア
（PNG）で開催されたアジア太平洋経済協力会議（APEC）
の際、中国外交官がパプアニューギニア外相室に強行突
入してAPECの最終声明の書き換えを要求したほか、
2020 年には中国外交官がフィジーで台湾貿易事務所の
司書を殴り、被害者が入院したとメディアが報じている。
中国共産党はまた、多くの善良な活動を政治戦争の

ために武器化することに成功した。武器となるのは、宗
教活動、対象国への観光、学生の流入、友好協会や姉妹
都市組織の設立、戦略上重要な土地やインフラ、企業の
購入などだ。	
宗教の武器化の一例として、中国共産党が仏教を特別

な影響力を持つ手段として利用する動きがある。宗教の取
り込みおよび管理は、中央統一戦線
工作部の中核的な機能だ。その指示
の下、国家宗教事務局（SARA）と
中国仏教協会（BAC）は、世界中の
仏教徒と手を組んで、中国共産党の
目標を支援しようとしている。国家
宗教事務局、中国仏教協会、人民解
放軍の工作員は、仏教徒に影響を与
えるために様々な工作を行なってい
る。例えば、モンゴルでは、中国共
産党に従うよう同国の政治エリート
に影響を与え、中国共産党の敵と思
われる人物を弱体化させるための仏
教指導者を育成しようとしている。
日本では、工作員らは外交政策や国
防計画を中国共産党に有利になるよ
うな形で仏教徒に影響を及ぼしてい
る。オーストラリアでは、中国共産
党の工作員が仏教評議会と提携して
政治指導者に影響を与えようとし、
タイでは、仏教指導者に一帯一路プ

ロジェクトをはじめとする中国共産党の目的を支持させよ
うとする動きが見られる。台湾では、中国共産党が台湾の
仏教団体を経由して政治的干渉資金を流している。
中国共産党の対外的なローフェアは、領土や資源に

対する非合法な主張を補うための法律を作り上げるケー
スが多い。また、中国が領有権を主張する南シナ海の約
250 万平方キロメートルを九段線で囲むなど、偽の地図
を用いている。

2021 年 6月 23 日、民主派紙「蘋果日報」の最終版が印刷される前日、香港本社でポーズ
を取る当時のスタッフたち。今は無き同新聞の元幹部6人が、領内の反対派の声を封じ込め、
投獄する中国共産党の国家安全法の下で共謀罪の罪を認めている。AP 通信

トルコのイスタンブールで、中国共産党によるウイグル人やその
他の少数民族への残虐な弾圧の犠牲者のポスターや写真を手に抗
議する人たち。AP 通信

武器となるのは、宗教活動、対象国への観光、学生の流入、	
友好協会や姉妹都市組織の設立、戦略上重要な土地やインフラ、
企業の購入などだ。
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イインドネシアの国防近代化計画の主な目標
は？

ジョコ・ウィドド（Joko	Widodo）大統
領は、プラボウォ・スビアント（Prabowo	
Subianto）国防相に対し、主要兵器システ
ム／防衛・安全保障装備
の近代化計画を含む、国
家防衛の長期マスタープ
ランを立案するよう指示
しました。近代化計画の
立案では、いくつかの優
先課題が検討されていま
す。まず、地政学的・地
球戦略的な状況。第二に、
脅威の予測。第三に、即
戦力となる防衛力の整備。
そして、第四に、予算配
分の検討です。	
我々は現在の世界の政治

と安全保障の構図を研究し
ており、いつ起こるかわか
らない安全保障上の不安定
の影響を防ぐためにも、内
部防衛を強化することであるべき立場を取る
必要があります。	
インドネシアの軍事態勢整備政策の要素の

ひとつが、主要な兵器システム、および防衛・
安全保障機構の近代化です。インドネシア軍
の構造は、我が国の防衛をめぐる状況や周囲
の環境の変遷に基づいています。脅威の動き
はその発展に影響を与えるため、インドネシ

ア軍兵士の専門性、福祉、戦闘態勢を向上さ
せる努力は、防衛・安全保障技術の近代化と
連携していく必要があります。	
インドネシアの軍事態勢を整備する上で、

この政策は、戦闘準備、長距離精度、相互
運用性の達成のための主要兵器システム /

防衛・安全保障機器の調達に
より遂行されます。さらに、
政策では、インドネシア全土
に展開する陸海空軍の予備役
部隊の数を増やすことを目指
しています。	
また、主要兵器システムの

近代化の方針は、防衛技術の吸
収、人材育成、防衛施設の整備
を中心とする防衛開発における
優先プログラムとも合致してい
ます。	
技術吸収については、インド

ネシアの防衛分野の戦略的国有
企業が、兵器システムの新型を
複数開発しています。そのひと
つ、ペナタラン・アンカタン・
ラウト（Penataran	Angkatan	

Laut	-	PT	PAL）は、インドネシアの国営企業
で、軍用・民用の船舶の製造や船舶・エンジ
ニアリングの修理・保守を行っています。PT	
PAL	は、潜水艦「U-209」やミサイルフリゲ
ート艦の開発に成功しました。また、PTディ
ルガンタラ・インドネシア（	PT	Dirgantara	
Indonesia）は、ミサイルや無人機「マーレ」
（中高度滞空型無人航空機）の開発に成功して

近代化の 
動き

ムハンマド・ヘリンドラ（退役）中将は、2020 年 12 月からジョコ・ウィドド大統領の下で
インドネシアの副国防相を務めている。陸軍幹部としてインドネシア軍参謀長を務めたほか、
2015 年には陸軍特殊部隊「コパスス（Kopassus）」司令官、2016 年には第 3 地域軍司令部
/ シリワンギ司令官を務めた。1987 年、インドネシア陸軍士官学校を首席で卒業。 

ガスティ・ダ・コスタ（GUSTY	DA	COSTA）

インドネシア国防副大臣が、 
インドネシアの国防近代化について語る

インドネシア		
ムハマド・ヘリンドラ国防副大臣

インドネシア国防省

イラスト：FORUM
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います。一方、PTレン・インダストリ（PT	
Len	Industri）は、地上管制用迎撃レーダー
を開発しました。さらに、火薬原料を生産
する PTダハナ（PT	Dahana）は、コンポ
ジット推進薬やボールグレイン粉体推進剤
を開発しました。	

近代化計画の具体的なスケジュールと予算
について教えてください。

インドネシア軍の主力の開発は、...2010
年から 2024 年までの 15年間で実施され
る国家長期開発計画に沿ったものです。5
年計画または中期開発計画が、国家計画の
概要を示しており、「再具体化」「活性化」「移

転」「調達」の 4つの主要要素を重視して
います。政府はこの計画を実行するために、
防衛予算を徐々に増やしており、2023年	
には 134 兆 3,200 億インドネシアルピア
（88億米ドル／約 1兆 2,441 億円）を割り
当てました。
我々は、現在の地政学的及び地政学的状

況が、世界的な軍事力の増大につながって
いることを認識しています。これは、主要
な軍事支出国の防衛費の増加を見ても明ら
かです。
インドネシアと東南アジア諸国連合

（ASEAN）の他の国々を比較してみましょう。
インドネシアの国防予算は、国内総生産に
占める割合が 0.64％と、ブルネイ・ダルサ

ラーム国の4.12％、シンガポールの3.23％
と比べると小さくなっています。独立間	
もない東ティモールでさえ、国内総生産の
1％を国防費に充てています。		
我が国政府はこの問題を認識し、防衛

費を防衛投資へと転換する政策を打ち出
しました。このアプローチは、ウィドド大
統領の指示に沿ったものです。この政策
は、防衛予算の配分を最適化し、輸入主要
兵器システムを調達する際の意識や考え
方を変えることを意図しています。これに
より、インドネシアの防衛産業の発展が期
待されます。	
国防省は、国内企業からの防衛資産の

調達に加え、海外市場からの調達も行って
います。最近では、フランスのダッソー・
アビエーション社（Dassault	Aviation）
が生産した双発軽量戦闘機「ラファール
（Rafale）」を一中隊分購入しています。こ
の戦闘機の調達は、インドネシア空軍の兵
器システムを強化するものです。	
ラファール機の購入は、インドネシア

政府がこれまでに行った中で最も大きな

買い物です。兵器システムの威力増大が、
その国の防衛力を示すバロメーターとな
る可能性は否定できません。インドネシア
にとって、この問題は、主要兵器システム
の近代化という具体的な政策的到達点を
持つものです。	

近代化計画は軍の性格にどのような影響を
与え、その変化はどのようなものですか？

インドネシア軍の人材の質を高める取り
組みは、近代的で高度な一次防衛システム
を運用するために、より専門的で信頼性の
高い軍隊を作ることを目的としています。
人材育成の仕組みとしては、インドネシア
軍の人材を海外に留学させたり、主要な兵
器システムの生産者に派遣したりするこ
とで実施します。国内で人材の品質を高め
る仕組みとしては、特に技術移転や知識移
転に関連する教育・研修プログラムが実施
されています。	
人材育成に関連して言えば、インド

ネシア軍が掲げる「シシャンカムラタ

「国防省は、国内企業からの防衛資産の調達に加え、
海外市場からの調達も行っています」

2023 年 3月、
インドネシア空
軍が取得した
C-130J-30 スー
パーハーキュリ
ーズ 5機のうち
1機目がインド
ネシアに到着	
ロイター

2022 年 10 月、
スマランで軍創
立 77周年を祝う
インドネシア軍。		
ロイター 
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Adm.2022 年 12 月、ジャカルタの大統領府で退任	
するアンディカ・ペルカサ（Andika	Perkasa）大将に
挨拶するインドネシア国軍司令官のユド・マルゴノ	
大将（右）。ロイター

2022 年 12 月、スラバヤの空港で行われた対テロ訓練
に参加するインドネシア海軍の精鋭部隊「コパスカ」
の隊員。AP 通信

（Sishankamrata）」（国民の総防衛・安全保
障システム）というドクトリンを重視して
います。これは、国家の他の要素と強いシ
ナジーを生み出すという意味です。このド
クトリンは、すべての国民、地域、その他
の国家資源が関わる総合防衛システムとし
て理解しておく必要があります。

軍需品のグローバルサプライチェーンにお
けるインドネシアの立場は、現在の地域や
世界の紛争や緊張からどのような影響を受
けているのでしょうか？

世界の防衛と安全保障の動静は、急速に進
化しています。現在、1年以上続いている
ロシアとウクライナの戦争がいつ終結する
かは、誰にも予想できません。北朝鮮の核・
ミサイル問題と並んで、南シナ海や台湾と
の緊張も高まっています。このような紛争
や緊張の結果、インドネシアは世界中で使
用される軍需品の供給地図の中で重要な位
置を占めるようになりました。	

インドネシアの防衛・安全保障設備の近代
化は、国家の主権を守るために必要であり、
他国を攻撃するためではありません。インド
ネシアには、軍事兵器や装備の調達における
戦力投射はありませんでした。我が国は強く
あらねばなりません。したがって、繁栄と安
全が一致していなければなりません。
地元の消費者（この場合、インドネシアの

軍や警察）が、国産産業が生産する兵器製品
の買い手や使い手にならなければ、主要兵器
システムの近代化や国防産業の確立という試
みは成功しないでしょう。だからこそ、我々
は国防部門の商品の買い手となることで、国
際市場で国内企業が活躍するチャンスを作っ
ているのです。
加えて、我が国の国防調達部門は、主要な

武器装備を他国から購入することもあります。
国防装備品の国内企業による供給がない場合
は、海外調達を利用します。適切な使用とメ
ンテナンスを行うためには、それに続いて、
技術やノウハウの移転も必要です。

軍備の調達プロセスの透明性と公平性を確保
するために実施している方策はありますか？

我が国は、主要兵器システムの調達・購入メ
カニズムである「E-Proc」、つまり電子調達を
行っています。このメカニズムは、オンライ
ンで行う商品および関連サービスの請求から
発注、購入に至るまでの全プロセスに対応し
ています。	

インドネシアの海、空、陸の空間における領
土問題や違法行為に対処するために行ってい
る対策はありますか？

領土問題に関連するすべての問題に対して、
我が国は常に外交的な経路を取り、我が国の
主権の価値を損なうことなく、説得的なアプ
ローチをとっています。排他的経済水域（EEZ）
での国境侵犯問題に常に直面しているため、
領海にさらなる注意を払う必要があります。
国境侵犯は、違法な漁業活動や、例えばナト
ゥナ島地域の石油やガスなどの天然資源が豊
富な我が国の海域の支配により引き起こされ
ています。
排他的経済水域の広範な侵犯に関して

は、インドネシアは 1982 年の国連海洋法
条約（UNCLOS）を採択し、1985 年 12 月
に法律として批准しています。国連海洋法
条約は国際的にも認められており、インド
ネシアが一方的に主張するものではありま
せん。

テロの脅威は、排他的経済水域に対す
る脅威と並び、我々が特に注意を払うべき
多国籍犯罪の一つです。そのため、マレー
シア、シンガポールとマラッカ海峡の合同
パトロールを実施し、治安維持に努めてい
ます。
陸の領域では、特にカリマンタン（ボルネ

オ島のインドネシア側）の国境で、マレーシ
アとの合同パトロールを強化しています。ま
た、マレーシア・インドネシア総合国境委員
会（GBCマリンド）のような共同フォーラム
を設け、不法移民、麻薬、テロリスト集団の
動き、過激派集団など、さまざまな違法行為
に対処しています。	

防衛近代化計画がインドネシア国民に利益
をもたらし、国全体の発展に寄与するもので
あるよう、政府はどう取り組んでいく予定で
すか？

政府は、インドネシア国民の経済を活性化さ
せるために常に努力を続けています。政府が
進めているそうした試みのひとつに、「P3DN
（Peningkatan	Penggunaan	Produksi	
Dalam	Negeri）」プログラムがあります。
P3DNは、インドネシア国内の産業の成長と
エンパワメントを実現するために、生産の拡
大を目指しています。インドネシアの各省庁
や政府機関は、必要な要件を国内で満たせる
場合、あるいは国内で生産できる場合は、輸
入品の調達を見送るようウィドド大統領から
指示を受けています。政府は防衛費を防衛投
資に転換することを目標としていることから
も、これはその目標に沿っていると言えるで
しょう。
例えば、2023 年の国防システムの要求を

満たすための計画は、国産産業の構成要素と
比率が 29.5％、ローカルコンテンツが 33.5％
という設定で策定されています。したがって、
インドネシアの国防費は、国の国内総生産に
20兆 9,140 億インドネシアルピア（約 1,943
億円／約 13億 7,000 万ドル）貢献すると	
推定されます。この政策はすでに実施されて
います。		
最新の政策では、例えば国防省は、ジープ・

マウンや電動バイクなど、PTピンダッド社
（PT	Pindad）が生産する戦術車両の調達契約
を複数締結しています。戦術車両は、戦闘部
隊や領域部隊用です。国防省はさらに、東ジ
ャワの PTピンダッド社から数千単位の弾薬
を購入する契約も結んでいます。o

ガスティ・ダ・コスタは、インドネシア・ジャカルタ発信の FORUM 寄稿者。  
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IPDF 技術革新

北朝鮮の新たな核・ミサイル能
力による脅威に対抗するた
め、韓国軍は 2023 年 3月に

ミサイル攻撃を防ぐ「キルウェブ（Kill	
Web）」概念を導入したと報道された。
キルウェブは、北朝鮮がミサイルやその他の攻撃

を仕掛ける前にその活動を妨害し先制するために、あ
らゆる防衛領域でサイバー作戦、電子戦、その他の最
先端能力を使用する重層的かつ統合的な構造を伴うと
韓国の聯合ニュースは伝えている。		
さらに聯合ニュースは、韓国国防部は人工知能やそ

の他の技術を活用し、より賢く、より強く、より強靭
な軍隊を作るという尹錫悦大統領の「国防改革 4.0」
計画の下でこの取り組みを発表した、と報じている。
キルウェブの概念は、韓国の抑止力戦略の 3本柱

を構成する「キルチェーン」と呼ばれる既存の先制攻
撃システムを強化するものだ。この戦略には、韓国航空・
ミサイル防衛システムや、紛争時に北朝鮮指導部を無
力化する作戦計画も含まれている、とウェブサイト「ザ・
ディフェンス・ポスト」が報じた。
韓国政府関係者は記者団に対して匿名を条件に、

「キルチェーンのコンセプトは、単一方向に進むこと
だ」とした上で、「しかし、キルウェブは蜘蛛の巣の
ように、作戦効果を確保するために頻繁な任務調整を
伴う」と語った。また、柔軟なアプローチで、作戦を
最適化するために調整する権限を現場の士官に与える
ものだ、とザ・ディフェンス・ポストは報じている。

本は防衛技術開発を加速させるため、2024 年
までに研究機関を設立する予定だ。	
日本の防衛装備庁の三島茂徳防衛技監によ

ると、この機関は米国国防高等研究計画局（DARPA）
とその防衛イノベーションユニット（DIU）に倣うこ
とになるという。米国国防高等研究計画局は、米国国
防総省の中心的な研究開発機関であり、国防イノベー
ションユニットは、商用技術を米国軍に迅速に導入し、
拡大することに重点を置いている。		
三島氏は、ハワイ州ホノルルで開催された米国国防

産業協会（NDIA）主催の 2023 年 3月太平洋作戦科学・
技術会議で、日本の新機関について「将来の戦争に迅速
に組み込むことができる技術を特定する」と述べた。
また、NDIA の雑誌「ナショナル・ディフェンス」

によると、日本は志を同じくする国々と提携し、最先
端技術を開発する予定だという。三島氏は、「日本を取
り巻く安全保障環境は、周辺国の軍事力強化など、	
かつてないほどのスピードで厳しさを増している」
と述べている。
さらに、日本は 2027 年までに国内総生産の 2％

に相当する金額を防衛費に充てる計画で、これには防
衛研究開発への年間支出を 2022 年比で 4倍の約 3兆

6,879 億円（260 億ドル）に引き上げることも含まれ
るという。
研究の優先事項には、島嶼防衛のための対艦ミサイル、

地対艦ミサイルの更新、超速滑空発射体および極超音速
ミサイルが含まれると「ナショナル・ディフェンス」
誌は報じた。
例えば、日本は電磁レールガン技術（写真）の開発

を進めているが、磁場を利用して船舶などを狙える非
爆発性の投射物を発射することができることを三島氏
は肯定した。	
日本の「日経アジア」紙は 2022 年 1月、「中国、

北朝鮮、ロシアが開発する極超音速兵器への対応を急
ぐ中、日本の防衛省は磁力を利用した発射体で敵ミサ
イルを迎撃する手段を開発する予定」と報じた。
日本は今後 10年以内にレールガンを完成させるた

めに約 7兆 9,433 億円（560 億ドル）以上の予算を計
上していると、同紙は報じている。
日本は少なくとも 8年前から、アメリカ海軍と一部

共同でレールガン技術の開発を進めてきた。2016 年に
は、時速 7,193kmで弾丸を発射するレールガンの試作
品をテストしたと「ポピュラー・サイエンス」誌が報
じている。

インドは、2025 年までに実戦投入が可能な
自律型ジェットエンジン搭載ステルス無
人戦闘機（UCAV）の開発を進めている。

「アビエーション・ウィーク」誌によると、イ
ンド国防省の国防研究開発機構（DRDO）に属す
るインドの航空開発局の研究者らが、インド南部
の試験場で 2022 年 7 月、インド空軍のために規
模を縮小したプロトタイプ（写真）を飛行させた
という。

「ガタック（Ghatak）」と呼ばれるこの戦闘機
は、ターボファンエンジンを搭載し、将来的には
ミサイルや爆弾、精密誘導弾を搭載できるように
なると報道されている。 

インド太平洋地域の多くの軍隊は、空、陸、海、
宇宙にわたる多領域作戦と進化する安全保障戦略
を補完するために、ドローンやその他の無人機の
開発を進めている。

インドは、75 機の無人戦闘機で標的を特定し
破壊するドローン群など、こうしたドローン技術
を披露してきたと、ニュースサイト「ザ・ ユーロ
アジアン・タイムズ」は伝えている。 

「インドは外国の提携先から供給されるエンジ
ンに制限なくアクセスでき、国産の重油エンジン
や多燃料エンジンも選ぶことができる。インドで
無人航空機の開発を加速させるための技術者や資
金が不足していないことは確かだ」と、フィリピ
ンを拠点とする防衛アナリストのミゲル・ミラン
ダ（Miguel Miranda）氏は、ガタックの詳細な進
捗状況が明らかになった 2021 年に、ザ・ ユーロ
アジアン・タイムズに語り、

「国防研究開発機構の先導のもと、無人航空機
の新たな進歩が見られるのは心強いことだ」と述
べた。

日本が防衛技術研究機関を発足 

レールガンプロジェクトを推進

日

インドが開発中

無人戦闘機

韓国が導入 

「キルウェブ」
コンセプト

北朝鮮の脅威を無効化する試み防衛装備庁

インド国防研究開発機構

AFP/GETTY IMAGES

韓国と米国の兵
士が「フリーダ
ム・シールド
2023」に参加。FORUM スタッフ

FORUM スタッフ

FORUM スタッフ
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カルチャーIPDF

ラオスで毎年開催されてきた象祭りが
3年ぶりに 2023 年 2月に復活し、約
75頭の堂々たる象の行列が哺乳類と
地域社会の文化的結びつきを象徴し、

象の絶滅の危機を訴えた。
タイ国境に近いラオス北西部のザヤブリ県で 3

日間にわたり開催されたこの祭りは、アジアゾウ
の生息地と保護に焦点を当て、コンサートやパフ
ォーマンス、象乗りを含むさまざまな催しが開か
れた。
ラオスの人々にとって象は権力の象徴であり、

特に農村部では、住民が移動手段や観光、伐採や
開墾、農業の荷役に象を使っている。14世紀から
18世紀にかけて栄えたラオスの王国「ランザン」
は、「100 万頭の象の国」という意味だ。			
世界自然保護基金によると、ラオス国内の野生

のアジアゾウは 500 ～ 1000 頭で、20年前の 3分
の 1だという。平均寿命 60年の哺乳類ゾウは、身
長は 4メートル、体重は 5,000 キログラム以上に
まで成長する。1日に 80kmも移動し、生きるた
めに必要な 150kg の植物を採食する。
新型コロナウイルス感染症のパンデミックに

より 2020 年から中断されていたこのフェスティ
バルは、生息地の消失や狩猟により過去 3年間に
象の数が激減したことを踏まえ、動物の保護と啓
発を目的としている。密猟者は、象牙やその他の
部位を主に伝統薬として販売するために象を殺し
ている。

ラオスで再び  

象祭りを開催 
ラジオ・フリー・アジア（RFA） 

ラオスで毎年開催される「象祭り」では、減
少傾向にあるアジアゾウの保護に向けた啓発
が行われている。AFP/GETTY IMAGES
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オ
ーストラリアのグレートバリアリーフを研究して
いる科学者が、気候変動で損なわれたサンゴ礁の
回復に役立つ、サンゴの幼生を冷凍保存する新た
な方法の試験に成功した。

海水温の上昇によって繊細な生態系が不安定
化する中、研究者たちはサンゴ礁の保護に奔走している。グレー
トバリアリーフは、3,000 のサンゴ礁からなる地球上で最大の生
体構造物だが、過去 7 年間に 4 回の白化現象が発生し、そのうち
の 1 回は、通常より気温が低くなるラニーニャ現象時に発生した。
水温が高すぎると、サンゴは組織内に生息する藻類を排出し、サ
ンゴが白っぽくなる。 

白化現象は、サンゴ礁に依存する海洋生物の生存を脅かし、
人間の生活や食料安全保障に影響を及ぼす可能性がある。凍結し
たサンゴは保存して野生に戻すことができるが、現在の処理には
レーザーなど高度な設備が必要だ。科学者らによると、新開発の
軽量な「クライオメッシュ」は安価に製造でき、サンゴをよりよ
く保存できるという。

2022 年 12 月、世界で初めてグレートバリアリーフのサンゴ
を使った実験では、オーストラリア海洋科学研究所（AIMS）で科
学者らがクライオメッシュを使ってサンゴの幼生を凍結した。サ
ンゴは、年に一度の短い産卵時期に合わせ、サンゴ礁から採取し
て試験を行った。

米国スミソニアン国立動物園・保全生物学研究所の上級研究
員のメアリー・ヘッジホーン（Mary Hagedorn）氏は、オースト

ラリア海洋科学研究所での研究
中に、「サンゴの生物多様性を確保できれば、将
来、サンゴ礁の回復に大いに役立つ方法が得られることになる」
と述べた。

クライオメッシュは、以前、ハワイのサンゴの小型種と大型
種に使用されたが、大型種での試験は失敗に終わった。

グレートバリアリーフの大型サンゴを使った実験には、オー
ストラリア海洋科学研究所、スミソニアン国立動物園・保全生物
学研究所、グレートバリアリーフ財団、タロンガ保全協会オース
トラリアの科学者が参加し、「リーフ再生・適応プログラム」の
一環として行っている。

摂氏マイナス 196 度（華氏マイナス 320.8 度）でサンゴの幼
生を保存できるメッシュ技術を考案したのは、ミネソタ大学の科
学工学部のチームだ。タロンガ保全協会オーストラリアのジョナ
サン・デイリー（Jonathan Daly）氏は、「養殖や再生への介入を
実際に支援できる規模で、幼虫の冷凍保存が可能になる」と述べた。

2022 年 9 月、オーストラリア・
クイーンズランド州で行われた

「トゥルー・グリット」演習にて。
オーストラリア軍との
ジャングル戦訓練で、

障害物を乗り越える
ニューカレドニアの

フランス軍兵士たち。

最後の写真IPDF

兵士が果たす
義務グレートバリアリーフのサンゴ

世界初の凍結試験が成功
記事・写真：ロイター

オーストラリア国防軍

今後の期待IPDF

オーストラリアのグレートバリアリーフは世界遺産に
登録されており、魚、クジラ、イルカ、ウミガメなど
数千もの種が生息している。	

画像：ミネソタ大学の研究者は、サンゴの幼生を氷点下
で保存できる軽量なクライオメッシュを開発した。
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ソーシャルメディアでフォロー


